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  PCLNG貯槽は、わが国では大阪ガスが 1993 年に初めて建設し、現在までに 3 基のPCLNG貯槽が稼働中
である。これらのタンクは、その特長を活かして、従来の容量 7.5 万m３の金属二重殻貯槽と同じ敷地面
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本章では、PCLNG 貯槽の土木建設工事の合理化のための方策を検討するにあたって、まず、2.1 で LNG
貯槽の現在までの土木工事、機械工事費の分析を行い、LNG 貯槽の土木建設工事費の縮減、工期短縮の
ための方策を考察する。2.2 で土木・建築建設工事のコスト縮減に関する既往の研究成果を考察した上
で、2.3 で LNG 貯槽の防液堤としての合理化の方策を考察する。さらに、2.4 では、その合理化の方策
の実現可能性を考察する。PCLNG 貯槽の概略構造を図-2.1 に示す。 
 
２．１ LNG 貯槽の土木建設工事費 
 
2.1.1 貯槽および防液堤型式の変遷 
３本論文で調査の対象としたLNG貯槽は、容量が 4.5 万，7.5 万，8 万，14 万m の 4 種類、型式は金属































Diameter of inner tank shell
底版外径　87,400






































































ＰＣ防液堤内径    Intemal diameter of PC outer tank    84,200
        内槽内径    Intermal diameter of inner tank    82,000





















対象貯槽とした LNG 貯槽と防液堤の諸元を表-2.1 に、防液堤構造の変遷を図-2.2 に示す。 
 
表-2.1 対象とした LNG 貯槽の諸元 
泉北製造所 泉北製造所 
設置場所 姫路製造所 
第一 第二 第二 
貯槽名称 №1 №1 №7 №9 №11 №13 №15 №1-2 №1-3 №2-3 №16 
貯槽容量（m３） 45,000 75,000 80,000 140,000 
設置年 1972 1976 1978 1980 1981 1982 1983 1985 1987 1988 1993 
貯槽型式 金属二重殻貯槽 PC貯槽 
















型式 三重壁 一重壁＋ＰＵＦ 
鉄筋コンクリート製 プレストレストコンクリート製構造 
高さ 3.5m 7.9m 14m 33m 寸




杭 PHC杭 鋼管杭 
 
 
  RC 製            RC 製                         RC 製                       PC 製 14m 


















                  Ｃtotal＝Ｃ ＋Ｃm
                   Ｃ
c                             (1) 
m＝ΣＣ
．
mi・Ｇcmi（Cap，Des，St.etc.）・Ｆcmi(t)             (2) 
ここに、Ｃtotal：建設工事費 
        Ｃm    ：材料費 
        Ｃc
        Ｃ
．    
：工事費 
mi   ：材料ｉの基準数量（単価） 
        Ｇcmi  ：材料ｉの関数で貯槽容量(Cap)、設計基準(Des)、構造(St)の関数 









従って、        Ｃm＝Cap・Σ（Ｃ
．
mi・Ｇ’cmi・Ｆcmi(t)）                   (3) 
  次に、工事費については、種々の条件の異なる貯槽の比較は極めて困難であることから、Ｃcのα分
はＣmに比例すると考えた。 








        Ｈcci：工種ｉに関する値上がり係数で、労働者賃金に比例する。 
          α ：工事費の内、材料数量に比例する分の割合 
          β ：工事費の内、材料数量に比例しない額 
     γ ：貯槽型式固有の工事額 
 
(2) 建設工事費の推移 
図-2.3 に 11 基の貯槽の全体建設費、貯槽本体建設費（機械建設費）、貯槽本体土木建設費（基礎お




た指数で表した。横軸は、その貯槽の設置年（完成年）とした。基準を 1975 年ではなく 1976 年とした
のは、1975 年に完成した貯槽がなかったことと、表-2.1 に示すように、それ以前の泉北第一工場の LNG
貯槽の防液堤の構造物の規模や型式がその後の防液堤と大きく異なるため比較は困難であると考えら
れたためである。 
  以下、泉北第二工場 1 号タンクの全体建設費を 100 とした指数を単に｢指数｣、泉北第二工場 1 号タン
















貯槽全体では、建設工事費指数は 1980 年台後半には 200 に達し、1993 年には 400 となっている。
全体的なトレンドとしては、 
①1975 年から 1980 年にかけての伸び 
② 1980 年から 1985 年にかけての伸び 
③ 1988 年から 1993 年にかけての伸びが特徴的である。 
  ①に関しては、LNG貯槽の容量が 4.5 万 m３から 7.5 万m３になったことが主要因である考えられる。
また、②に関しては、この時期は、1981 年はLNG地上式貯槽指針が制定され設計方法が変更された時期
にあたり、また、1983 年の泉北第二工場 14 号タンクからは、泉北製造所第二工場の新用地での貯槽建
設に伴う保安強化の目的から、防液堤の高さおよび構造が、従来の約 7mの三重壁式から 14mの一重壁式
となり、同じ貯槽容量ながら防液堤の工事量だけが大幅に増加した時期でもある。さらに、③は容量が
8 万 m３から 14 万m３になったのが主要因である考えられる。なお、1993 年に防災設備が 0 になってい
るのは、貯槽型式がPCLNG貯槽となったため、万一の漏液時における液面の拡散がなくなり、防災設備
がほとんど不要となったためである。 
  以上のように、工事費全体の指数からの考察では、明確な特徴は表れてこない。 
そこで、各建設費の伸び率を図-2.4 に示した。 
土木の建設費が①の時期に上昇している。また③の時期でも土木工事の伸びが突出している。その結


















































年を 100 とすれば、153～176 の値を示している１）。これに対し、貯槽の機械建設費は 181、土木建設

















































が低下しているが、この時期は、姫路製造所の防液堤に PC 構造が採用された時期にあたる。 
これらの事実は、防液堤における構造の変更が建設費増加の主要因である可能性を示唆している。具
体的には、1980 年台からの保安強化に伴う防液堤構造の変更すなわち高さ 7m から 14m への防液堤の高
度化により構造が変わったために、建設費の水準が平行移動したと考えられる。また、1987、8 年の姫





































ウェイトを占める溶接工事は、この 15 年間で飛躍的に自動化が進み、現在では 80%が完全自動溶接と
なっていること、および効率的な製作が可能な工場での作業効率を高め、人件費のかかる現場での施工
をできるだけ削減する努力が為されているためであると考えられる３)。 




事費が上昇し、1985 年頃には逆転し、1993 年では逆の 40:60 となっている。これは、工事に占める人
件費の割合が多いため、労働賃金の高騰の影響を受けたものと考えられるが、この間の見かけの土木工

































































の指数を図-2.12 に示した。1983 年の保安強化に伴い、防液堤の杭重量、鉄筋重量が指数 250 まで上昇
している。その後姫路の防液堤へのPC構造の採用に伴い、杭、鉄筋、コンクリートともに減少している








































































































図-2.14 1980 年を基準とした材料数量の推移 
る。伸び率も 1993 年を除き 140%程度となっており、卸売物価指数２)と同程度であることがわかる。 
一方、土木の使用材料は、1982～1985 年に関しては 40～120%低下しており、この値が保安強化に伴
う、主として防液堤の高度化に起因する鋼管杭、鉄筋、材料費の上昇分であるといえる。しかし、1987
年以降の伸び率は 200%前後と高めに推移していることがわかる。この時期は、RC 製から PC 製に構造変
更した時期にあたり、それに伴いトータルの材料費は 290%から 240%程度に減少したが、従来使用して
いない PC 構成材料の材料費が土木材料費に上乗せされたと考えられる。 
各設置年の土木材料の構成を図-2.16 に示す。なお、PC 構成材料は「その他（防液堤）」に含まれる。
1983 年の保安強化によって顕著に増加したのは、防液堤の鋼管杭で、次いで防液堤の鉄筋とコンクリ
ートである。また、1987 年からの PC 構造の採用による防液堤断面構造の合理化により、鉄筋やコンク
リート以上に防液堤の鋼管杭が減少していることがわかる。 
これにより、躯体の合理化による材料費減少への効果は、躯体そのものよりもむしろ、重量減少によ










































































および防液堤の PC 化の効果が最も顕著に現れているのは鋼管杭の材料費である。1993 年の段階でも、
鋼管杭の材料費の全土木工事の材料費に対する割合は 1/3 を占めている。 
 
(6) 工事費の考察 
  1) 工事費の推移 
 本節では、工事費削減の方策を考える上で、工事費の増加の原因を考察する。 
 土木工事費を基礎と防液堤の杭工事と躯体工事にわけて、指数と伸び率の推移を図-2.18，19 に
示した。指数、伸び率ともに防液堤の躯体工事が 1980 年代前半から突出している。 
 土木工事費に占める基礎と防液堤の杭工事と躯体工事の比率の推移を図-2.20 に示した。同図か
ら、1980 年までは、防液堤躯体工事 30%、底版工事 30%，基礎杭工事 20%、防液堤杭工事 10%でほぼ
一定であった比率が、1987 年にかけて、防液堤躯体工事 65%、底版工事 15%，基礎杭工事 15%、防液
堤杭工事 5%となり、防液堤の PC 化以降はほぼ一定の比率となっている。工事費は、土木建設工事の
約 60%を占めていることから、防液堤躯体工事は土木全体の 40%を占めていることがわかる。 
工事費については、材料費に比例する部分と比例しない部分および構造型式に固有の部分が考え
られる。しかし、それらについては比率等を特定することは現状では困難である。一方で、例えば、






























































  2) 防液堤の躯体工事費の比較 
ここで比較する 2 つの貯槽は、貯槽型式，容量，設置年，寸法に大きな差異があるため、詳細に分

























図-2.22 には、約 6 年間の値上がり要素が含まれているが、全工種にわたって、泉北 16 号の指数
が高くなっており、足場、鉄筋加工、型枠関係の上昇量が大きい。 
   ① 足場 
特に指数の上昇が 50 を超えている足場について考察を加える。2 つの貯槽のコンクリートの施工
工法は異なり、姫路 1-3 号においては防液堤の高さが 14m であったため、枠組足場を使用している。


















































架m２）の差を図-2.23 に示す。また、足場の存置期間による単価の差を図-2.24 に示す。 
単価は足場が高くなるほど上昇するが、上昇幅は微小である。一方、足場の単価は、存置期間に
依存している。姫路 1-3 号の存置期間を 7 ヵ月，泉北 16 号の存置期間を 14 ヶ月とした場合、泉北
16 号の足場の単価は姫路 1-3 号の約 1.5 倍となる。 
足場の存置期間は、防液堤の施工期間に依存しており、施工期間は、施工ロット高さを一定とし
た場合には、防液堤の高さと比例関係にある。また、足場には風圧養生が必要であり、風圧は一般





















































   ② 鉄筋加工・組立 
鉄筋加工・組立工事には、大別して実際の鉄筋の加工・組立と防液堤での鉄筋の据付用のフレー






























従って、姫路 1-3 号の防液堤（直径 92m，高さ 14m）と泉北 16 号（直径 82m，高さ 33m）貯槽の
足場工事費を比較する場合、（33５/４/82）/（14５/４/92）＝3.01 倍になっている。 
この結果から図-2.25 を補正すると、泉北 16 号の足場工事の指数は 70 から 23 となり、姫路 1-3
号の 17 に比べても極端に上昇していないことがわかる。 
型枠についても、面積と転用回数（高さ）で工事費が決まっていると仮定すると、容量による正


























































  3) PCLNG 貯槽の土木工事費の考察 
泉北 16 号の土木工事費を、防液堤、基礎に分け、さらに材料と工事費に分けたのが図-2.27 であ
る。なお、同図中の数字は全体土木建設費に占める割合である。工事費の中では、防液堤躯体工事
費（壁施工工事）19%、防液堤 PC 工事費 12%、防液堤断熱工事費 9%、底版工事 8%の割合となってお
り、壁施工工事費の割合が最も高いことがわかる。 
  最も比率の高い壁施工工事費の内訳を図-2.28 に示した。占める割合の多い工種は、足場（製作を
含む）33%、鉄筋加工・組み立て 19%、型枠製作・組み立て 18%、コンクリート工事 15%（クーリング
を含む）、重機機械損料 10%、共通仮設 3%、開口部施工・閉塞工事 2%となっている。 
 
2.1.3 PCLNG 貯槽の土木工事合理化の方向性 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  建設省の行動計画(1997 年)９)の基本的な考え方としては、広範な取り組みの必要性、機能・品質の
確保、不当なしわ寄せの防止、不正行為の防止としている。 
具体的な取り組みは、①工事の計画・設計などの見直し②工事発注の効率化③工事構成要素のコスト









































































3 および 2Euro/m３であるのに対し、コスト縮減は、エネルギー消費 10%、メインテナンスコスト 10%、







２．３ PCLNG 貯槽の土木工事の合理化の方策 
 
PCLNG 貯槽のコスト縮減（合理化）の方針については、表-2.2 に示したが、その方針を検証する上で
従来の PCLNG 貯槽の防液堤の建設工事の合理化方策を検証する。 
 
2.3.1 従来の合理化方策 








する作業効率は当初の 40％から 75％程度にまで向上し、打設速度は各斑で約 50m３/h、全体で約 100m３
/hに増大した。 
  しかし、このアプローチは、LNG 貯槽の防液堤のコンクリートの締固めの効率化という観点に基づい
ており、建設工事、狭義にコンクリート打設工事を考えても効率化という観点からは、必ずしも最良の
方法であるとはいえない。 
３/h･人から 4.5m３  図-2.33 に示すように、締固め作業員の締固め効率は 2.5m /h･人に大幅に上昇した






































































や変更は比較的容易ではあるが、一方、LNG 貯槽工事においては、コンクリート打設は月 1 回でトータ
ル 12 回程度の事象であるため、コスト縮減効果は少ない。 
  締固め効率が最小と最大の泉北 16 号の第 2 ロットと泉北 17 号の第 11 ロットを比較すれば、1 基目
の第 2 ロット： 6 班×6 本/班×2 人/本＝72 人/打設、2 基目の第 11 ロット：2 班×（9 本/班＋2 本/
班）×2 人/本＝44 人/打設となり、28 人･日/打設の作業員削減となる。作業員の人件費を仮に 1.5 万



















鋼管杭で全体工事費の 15.6%（材料費の 40%）、次いで PC 鋼線、底版鉄筋、底版コンクリート、防液堤























ながる。18 万ｍ３のLNG貯槽における合理化前の自重を図-2.35 に示す。全体重量は約 16 万トンで、防
液堤と基礎はそれぞれ約 3 万トンで、全体重量のそれぞれ 21%を占めている。残り 55%を占めている液
重量は変えられないため、自重を削減するためには、基礎と防液堤の重量を減らせばよい。防液堤と基
礎の重量を 10%削減できれば、単純計算では、鋼管杭は 4%程度削減できる可能性がある。 








































































までの工事とクーリングがそれぞれ 9%、6%占めており、合わせれば全土木工事費の約 3%である。 









程度の粉体と高性能 AE 減水剤を必要としている。この結果コンクリートの単価は、1.2 倍程度とな
る。一方、打設作業の削減は、締固め作業がなくなるため 1/3 程度となる。 






さを増加させても、1 ロット分の構築期間（約 1 ヵ月）はほとんど変わらないため、打設回数の削減
は、防液堤工事期間の削減に直結する。工期が短縮できれば、重機・機械損料や管理費が削減でき




























































期は 4 ヵ月短縮可能となる。 



















































































































































     σ=ρLNG・hmax・ｒ/t                     (5) 
ここに、ρLNG ： LNGの密度で 0.485、hmax：LNGの漏液時の最高液深で 31.72(m)、ｒ：防液堤中心の
半径で（r=42.1+t/2）(m)、ｔ：壁厚さ(m)である。 
従来の貯槽と今回検討する貯槽の諸元比較を表-2.3 に示す。 





ート容積にして約 1/3 の大幅な削減ができることを示している。 
表-2.3 従来貯槽と今回検討する貯槽の諸元の比較 
 従来貯槽 今回検討する貯槽 
容量(m３) 140,000 180,000 
内槽内径(m) 79 81 
最高液深(m) 28.562 34.085 






高さ(m) 32.55 38.08 




厚さ(cm) 90 － 
24)
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それに対する安定性の確保は構造安全上、非常に重要である 。一方で、今回検討する 18 万m３の貯槽



























を受ける円筒の座屈荷重の理論式26) ((6)式) を用いて、座屈荷重を計算した。 
 -32- 
          
ここに、 ｑcr：座屈荷重（kgf/cm２），Ｅ：ヤング係数（kgf/cm２），ｔ：壁厚(cm)，ｒ：半径(cm)，
ｌ：円筒の長さ(cm)，ν：ポアソン比，ｎ ：皺数  
  ただし、(6)式は円筒両端部が回転端で座屈発生後も円形を保持する条件であるが、今回の検討条件
では上端部は円形を保持していないため、両端ピンの長柱の座屈と同様に壁高さを 2 倍として計算した。 
次に、座屈安全率の評価では、最大液圧相当力に 1N/mm２の余裕力を加えたものを 2 で除して、平均
作用荷重とした。幾何学的不完全性（初期偏位）による座屈安全率の低下については、実際に生ずる初
期偏位形状の想定は困難であるため、初期偏位の影響は「鉄筋コンクリートシェルおよび折版構造指針」
25)に準拠して、図-2.43 の曲線Ⅲにより評価した。初期偏位量は 0，5，20cmの 3 ケースとした。 





図-2.44 に(6)式による各皺数における座屈荷重と壁厚さの関係を示す。最低座屈荷重は皺数 6 また
は 5 で現れる。図-2.45 には、コンクリートの設計基準強度と壁厚さと最低座屈荷重の関係を示した。
(6)式では、設計基準強度の差はヤング係数の一次関数として表されるため、60N/mm２の場合の座屈荷重




でも 3.5 とるべきである｣としているため、最小安全率を 3.5 確保することとした。 
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 図-2.45 壁厚さと最低座屈荷重 図-2.46 壁厚さ、設計基準強度、初期偏位量、 
座屈安全率 
-33- 
  14 万m３と 18 万m３の貯槽を比較すれば、前述したように 18 万m３では、設計基準強度が増加した分で、
座屈安全率が 1.13 倍となっているが、防液堤高さ、直径が大きくなるため、同じ壁厚さに対しても座
屈安全率は相対的に低下する。14 万m３の貯槽設計時には、建設実績がなかったため、施工誤差が 20cm
でも座屈安全率 3.5 を確保できることを条件としていたが、その後の 2 基の建設実績では、真の円筒に
対する寸法誤差が半径で 3cm以内であるため、同様の精度管理を行うことを前提にすれば、今回の 18
万m３の施工誤差については、安全を見ても初期不整量 5cmを評価の対象とすればよい。図-2.46 より初
期不整 5cmとした場合座屈安全率 3.5 を確保するための最小壁厚さは 72cmとなり、膜応力から設定され
る 75cmで、十分な安全率を確保できると考えられる。図-2.43 の曲線Ⅲにおける検討は安全側と考えら






強度を 40N/mm２から 60N/mm２ ２にし、膜応力度の制限値を 9N/mm にすれば、壁厚さは 75cmまで低減が可
能であることがわかった。また、今までの施工精度を考慮して、初期不整を 5cm以内におさめることに
よって、座屈安全率 3.5 を確保するためには、壁厚さは 72cmまで低減できることがわかった。 


























  ②液圧による円周方向の膜応力度に関しては、防液堤のコンクリートの設計基準強度を 40N/mm２から
60N/mm２に高強度化し、膜応力度の制限値を 9N/mm２にすれば、防液堤の壁厚さは 75cmまで低減が
可能である。施工精度を考慮した座屈安全率の観点から、施工精度を考慮して、初期不整を 5cm以
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たが、その実用化の前段階として PCLNG 貯槽の仮設開口部への高流動コンクリートの適用を行った。  
この開口部は、施工上、締固めが困難で高流動コンクリートの適用が望ましいこと、さらに、そのコン




























































                                ノンブリーディング 
            逆打継目の一体性    初期沈下補償 
・液密性                        硬化後の収縮補償 
                               （硬化，乾燥，温度降下） 
            温度ひびわれ防止    発熱と強度のバランス 
２・所要強度発現（f'ＣK：40N/mm ，材齢 91 日） 















































































































































































































































































































































(cm２/g) 7 日 28 日 91 日 7 日 28 日 91 日 
3.04 4250 16.8 35.6 45.8 47.8 54.7 62.9 
表-3.3  実験に用いた混和材の品質４)
種類 略号 比重 ブレーン比表面積(cm２/g) 備考 
石灰石微分末 LF 2.71 5500 石灰純度：95％ 
フライアッシュ FA 2.27 3760 SiO2：53.4％ 
膨張材(CSA 系) EX 2.73 3150 水和熱抑制型 
表-3.4  実験に用いた混和剤の品質４)
種類 略号 比重 主成分・その他 
発泡剤 Al － アルミニウム、反応遅延型 
収縮低減剤 Te 0.99 低級ｱﾙｺｰﾙｱﾙｷﾚﾝｵｷｼﾄﾞ付加物 
SPA1 1.04 ﾎﾟﾘｶﾙﾎﾞﾝ酸ｴｰﾃﾙ系複合物 高性能 










20 400 60±5 4.5±1 10～15 
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(2)実験方法 
コンクリートの製造には、パグミル型二軸強制練りミキサを用い、練混ぜ量を 100 リットルとした。  












種類 分類 比重 吸水率(％) 粗粒率(F.M.) 実積率(％) 
細骨材 海砂 2.54 2.02 2.52 60.8 


































P (％) (％) SPA1w p q W 
C LF (P×%) 
0.85 178 210 265 29.1 53.3 178 211 
0.95 180 190 32.4 49.5 180 157 
295 
1.05 179 171 35.6 51.2 179 106 
0.85 172 202 29.2 44.2 172 190 
400 2.0 
325 
0.95 172 181 32.6 46.0 172 133 































配合 W/P s/a 
(hr:min) 混和材料 SPA 
種類 (％) (％) W S G 
(％) (P×%)C LF FA 始発 終結
A 30.0 47.8 184 704 0.00 17:30 22:30
LF － 2.0 
B 33.8 117 0.19 18:00 24:00SPA 175 1 49.9 
C FA 35.1 － 98
767
1.7 2.85 30:00 38:00
400 797
D LF SPA 34.8 49.5 180 117 － 754 2.35 1.02 40:00 48:002
 
  
図-3.11 単位水量とメッシュ通過率４)図-3.10 単位水量とＯロート流下時間４)図-3.9 単位水量とスランプフロー４)
８)表-3.8  逆打ち用として各種混和材料を用いたコンクリートの配合および各種試験結果
-42- 
凝結性状に関しては、膨張材を混和した場合は 1 時間程度、さらにアルミ粉末を加えた場合は 2 時間
程度終結が遅延する結果となった。また、収縮低減剤を混和した場合は、凝結が著しく遅延し、終結が
最大 10 時間程度遅延する結果となった。（図-3.12 参照）一方、ブリーディング率は、10℃の低温下
でも、いずれの配合もほぼ 0％であった。 



















(cm)(％) 7 日 28 日 91 日W C EX LF Al Te SPA
(％) 
BLANK － 56 4.0 ○ 0.26 34.2 59.1 71.4
400 － 
Al 40g 60 4.4 ○ 0 35.1 61.4 72.1
EX － 56 4.5 ○ 0 33.9 59.2 68.2
－
Al+EX 40g 57 4.2 ○ 0 35.8 59.5 69.4
43.8 49.9 175 117 10.3
EX+Te － 10 56 3.8 ○ 0 27.5 51.9 64.9
370 30 





































るため耐凍害性を調べることとした。凍結融解試験は、ASTM C 666 に準じて行った。 
凍結融解試験の結果を図-3.19 に示す。相対動弾性係数の低下は、アルミ粉末、膨張材、収縮低減剤


















凍結融解サイクル 300 回で相対動弾性係数は 95%が得られる結果となったが、空気量が 1.3%、2.1%の場













に通過させるには、粗骨材量の上限値は 300 リットル/m３程度である。 




系の高性能 AE 減水剤を用いた結果、凝結が遅延し、結果としてブリーディング率が増大した。 





  3) 所要強度の発現 
   収縮低減剤を使用した場合は、10%程度圧縮強度が低下する。 
  4) 耐久性 


























3.2.3 高性能 AE 減水剤の種類による空気連行の検討 









L35S50-45/55 3.04 4270 45 55 
5000 
L35S50-65/35 3.11 3930 65 35 
L32S43-65/35 3.10 3550 65 35 4300 
L35S35-45/55 3.04 3460 45 55 
3500 
L32S35-65/35 3.10 3270 65 35 
２),17),18),19) 図-3.22 多軸拘束膨張試験結果
とを検討した。検討には 3.2.1 材料・配合の基本特性実験で良好な結果が得られたポリカルボン酸系の
高性能 AE 減水剤の中から 3 種類（SP-8HS、SP-8HS(A)、SP-8HS(B)）を選定した。実験に用いたコンク






(2)  実験結果 













確実な充填性能を保持させるために、単位粗骨材容積は 300 リットル/m３に設定した。 
 
(2) 逆打継ぎ目の一体性 
  1) 初期沈降補償 
P 
s/a
(P×%)(％) (％) W 
C+EX LF 
31.7 49.5 168 400 130 1.8 
20)図-3.23 スランプフローの経時変化 20)図-3.24 空気量の経時変化














  2) 硬化後の収縮補償 










ーの混合割合を調整し、かつ空気量の安定性も配慮した SP-8HS の改良タイプを用いることとした。 
これにより、十分な耐久性指数が得られると考えられる。 
 


















石灰石微粉末 (LF) カルタック（比重:2.71、ブレーン値:約 5,400cm２/g）
細骨材 (S) 海砂（比重:2.56、F.M:2.53、実積率:約 61％） 
粗骨材 (G) 砕石（比重:2.63、F.M:6.68、実積率:約 60％） 
Al 粉末 (Al) セルメック（反応速度改良型） 
膨張材 (EX) CSA-100R（水和熱抑制型） 
高性能 AE 減水剤 (SPA) SP-8HS(A)（ポリカルボン酸系改良品） 





(％) (％) W C EX LF S G ｱﾙﾐ粉末 SPA 
(％)
逆打ち用 SP-8HS(A) 
31.1 41.3 51.0 165 370 30 130 801 789 30g 
高流動 10.6(2.0%) 
防液堤 SP-9HS 










  供試体の作製はJIS A 1132に準拠した。供試体は材齢1日で脱型後、材齢14日まで標準養生（20℃




20，-40，-80，-164℃と LNG 温度から常温までの 4 温度とした。常温から試験温度まで、供試体内
部と表面との温度差を 20℃以内に制御しながら温度を低下させ、供試体内部に埋め込んだ熱電対
で、供試体が均一に試験温度となったことを確認した後、所定の温度下で JIS A 1108 に準拠して、
圧縮強度試験を行った。 


























































により徐冷し、常温に戻った後 JIS A 1108 に準拠して圧縮強度および弾性係数を測定した。 
コンクリートは熱容量が大きく、短時間の加熱で 300～400℃まで温度が上昇するのは、表層の 2
～5cmのみで、内部は数時間以上の火災を受けた場合でないとそのような高温に達しない26)。 
また、標準火災を受けたときの火災の 90 分後において鉄筋のかぶり位置（約 8cm）より内部の
コンクリートの温度は 200℃以下であることから、履歴最高温度を 200℃および 400℃とした。  な
お、コンクリート中のセメントペーストは、500～580℃でCa(OH)２が脱水されてCaOとなり、残存強
度が著しく低下することが既往の実験や調査で明らかになっている27)。 
  2) 試験結果 
高温履歴温度と残存圧縮強度の関係を図-3.31 に、残存圧縮強度比（20℃の圧縮強度に対する比）
の関係を図-3.32 に示す。200℃の履歴後では、圧縮強度上昇もしくは変化が見られないことがわ
かる。400℃履歴後は残存圧縮強度比で 0.8 程度まで低下することがわかった。 
















































































































































流動特性となるよう配合を調整した結果を図-3.37 に示す。高性能 AE 減水剤の添加量はほぼ一定であ
るのに対して、単位水量は粗粒率が小さくなるほど増加する結果となっており、骨材の粒度の変動に対
して単位水量を適切に調整する必要があることがわかる。 












































































64 65 63 0.89 スランプ 
フロー(cm) 66 67 65 0.74 
－ － － － Ｏロート 
流下時間（秒） 8.4 8.6 8.0 0.25 
4.4 4.7 4.2 0.17 空気量 






















































幅 18m の壁の中央に投入用ホッパに流し込むと、左右に均等に分かれ、端部まで 1/20～1/30 の勾配




抗性を有する高流動コンクリートで 1/20 程度、それより変形性の大きいコンクリートで 1/30 程度であ
る。 
(2)硬化コンクリートの性質   
施工実験２で打設したカルバートのコンクリートの硬化後にコアを採取して、圧縮強度と単位容積量
を測定した。コアを採取した位置は図-3.46 に示すように投入口から 3、6、8.35m で、投入口直下では、




























図-3.45 流動距離(施工実験 2)13)図-3.44 流動勾配(施工実験 1)17) 
打設数量 31.5m３ 31.5m３
スランプフロー 62～68cm 65～70cm 
Ｏロート流下時間 8.3～9.2 秒 8.7～11.0 秒 フレッシュコン
クリートの品質 空気量 3.0～4.5％ 2.3～3.0％ 
コンクリート温度 29.0℃ 34.0～35.0℃ (現場荷卸し時) 
細骨材の粗粒率 2.40 2.76 
打上がり速度 約 3m/hr 約 2.8m/hr 





一方、単位体積重量は、流動距離 6m まではほとんど変化が無く、8m で若干低下する傾向が見られる
が、この程度の距離までは、標準養生した供試体とほぼ同等の品質を有することが確認された。 
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      中部 











-3.46 に示す位置（底版からの高さ 22.5，97.5，187.5cm）で 3 台の土圧計を使用した。 
打上がり高さの経時変化を図-3.49 に示す。打上がり速度は、高さ 1.5m までが約 3m/hr で、2.7m まで
が約 2.8m/hr であった。3 台の土圧計の実測圧力と液圧が作用すると仮定した理論圧力の比の経時変化
を図-3.50 に示す。なお、コンクリートが各土圧計に接触した時間を 0 とした。 
打上がり速度にも影響されるが、コンクリート接触後すぐ液圧が作用し、その後 10～20 分で側圧は
減少し、1 時間で液圧の 50～60％となり、2 時間後には約 20％で一定になることがわかる。打設高さ
1.5m 時点と 2.7m 時点での側圧の分布と練り上がりからの時間を図-3.51 に示す。練り上がり 60 分以内
















































    高流動コンクリートは加圧脱水量が少なく、粘性流体としての性質が顕著となるため高所へ圧送
する場合には、管内圧力損失が通常のコンクリート以上になると考えられるが、今回の試験打設で
は、管長が短いために圧送抵抗が小さく、最大 70m３/hr程度まで圧送可能であった。 
    さらに高所に打設する場合には、圧送性の検討が重要となる。 
3)流動距離の影響 
      流動勾配は、部材の形状や寸法、配筋状態および打込み速度などの影響を受けるが、今回の実験
条件では標準的な変形性および分離抵抗性を有する高流動コンクリートで 1/20 程度、それより変




      圧縮強度は、流動距離が長くなるにつれて線形的に低下する傾向が認められるが、流動距離 8m
程度までは、標準養生した供試体とほぼ同等の品質を有することが確認された。単位体積重量は、
流動距離 6m まではほとんど変化が無く、8m で若干低下する傾向が見られるが、この程度の距離ま
では、標準養生した供試体とほぼ同等の品質を有することが確認された。 
  4)型枠に作用する側圧 
















  3.3 と 3.4 での検討結果に基づき、開口部の閉塞方法を図-3.54 のように定めた。 
(1) 流動距離 
流動距離を 8m 程度に押さえるため、投入は開口部上縁の中央部とし、そこから両側に流動させるこ
ととした。大開口部は幅 14.5m であるから流動距離は 7.25m となる。 
(2) 流動勾配 
流動勾配が 1/20～1/30 の場合、中央部と両端部の打設高さの差は 24～36cm となるため、中央部に投




























































































  2) 材料・配合、製造方法  




α β w/p w+p w p(C+EX+LF) s g air 





(％) W C EX LF S G Al SPA 
31.5 52.0 165 370 30 125 816 776 35g 9.0 
表-3.15 配合条件２),18),19),29),30)
粗骨材最大寸法 ：20mm 
設計基準強度 ：40N/mm２（材齢 91 日） 
スランプフロー ：65±5cm（現場荷卸し時） 
空気量 ：4.5±1.0％（現場荷卸し時）





低発熱型高炉セメント B 種(LS32S43-65/35) 
セメント (C) ２(比重:3.10、比表面積:約 3,550cm /g) 
石灰石微粉末 (LF) カルタック（比重:2.71、比表面積:約 5,400cm２/g） 
細骨材 (S) 海砂（比重:2.55、F.M:2.55） 
粗骨材 (G) 砕石 2005（比重:2.63、実積率:約 59％） 
膨張材 (EX) CSA-100R（水和熱抑制型） 
Al 粉末 (Al) セルメック（反応速度改良型） 
高性能 AE 減水剤 (SPA) SP-8S(A)（ポリカルボン酸系改良品） 




























    アルミ粉末による膨張性能に関しては工場出荷時に 5 台から供試体をとり、自由膨張試験を実施





















の約 2 倍となった。しかしながら、ピーク温度をダミー壁の 29℃から 21℃へと温度上昇量を 8℃カッ
トして、安定温度までの温度降下量を 10℃に抑制したことと膨張材のケミカルプレストレスの効果に
より、発生引張応力を 1N／mm２（10kgf/cm２）に押さえることができた。この結果、温度ひび割れ指数
は 3 程度以上となり、ひび割れを防止できた。 














  ① 鉄筋が密に配置された状況下では、コンクリートの充填性を確保するためには、鉄筋のあきに対
応した配合上の粗骨材量の限界値が存在し、その値は 300 リットル/m３程度である。 




  ④収縮補償により、打継ぎ目の付着を改善するには、膨張材の併用が望ましい。 






  ①均質かつ効率的に練り混ぜるためには、最初に骨材と粉体の固体粒子をミキサ内に投入して 30 秒












  ③圧縮強度は、流動距離が長くなるにつれて低下するが、流動距離 8m 程度までは、標準養生した供
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貯槽の形状寸法を図-4.1 および図-4.2 に示す。PC 防液堤は外径 82m，高さ 34m，厚さ 80cm の円筒形
の構造物である。防液堤に使用されるコンクリートの要求性能は 













































ＰＣ防液堤内径    Intemal diameter of PC outer tank    84,200
        内槽内径    Intermal diameter of inner tank    82,000














































  1) 配合条件 
     配合条件を表-4.1 に示す。 
表-4.1 配合条件６)
設計基準強度 60N/mm２ （材齢 91 日） 
スランプフロー 55cm 以上 
Ｏロート流下時間 8～15 秒 
空気量 4.5±1.5％ 
① スランプフローおよびＯロート流下時間 










研究から、従来通り、AE コンクリートとして空気量を 4.5％と設定した。 
  2) 使用材料 





レンドし、かつJIS R 5210 の中庸熱ポルトランドセメントの規格に適合するようにしたものであ
る。 
表-4.2 使用材料６)
項  目 記号 種  類 適合規格 
セメント C 中庸熱ポルトランドセメント JIS R 5210 
EX 膨張材（デンカ CSA#20） JIS A 6202 
混和材 
LF 石灰石微粉末（カルタック） JIS A 5008 
細骨材 S 海砂（粗粒率：2.4～2.7） JIS A 5308 
粗骨材 G 砕石 2005（粗粒率：6.5 以下） JIS A 5308 
SPA 
高性能 AE 減水剤（SP-8 シリーズ） 
（ポリカルボン酸系） 
JIS A 6204 
混和剤 






    検討の中で、所要強度を確保するための必要セメント量だけでは全粉体量が足りない場合は、増
量材として若干の反応性はあるが、ほぼ不活性とみなせる石灰石微粉末の使用を検討する。   
④高性能 AE 減水剤 
    高流動コンクリートの製造に不可欠な高性能 AE 減水剤として、逆打ち用で使用したポリカルボ
ン酸系を使用した。 
  3) 示方配合 







（％） w p s g air 









S G SPA 
550 
30～33 47.5～45 165～180 
505 45 
745～706 855 調整 
※ g/glim：単位粗骨材容積／粗骨材実積率に相当する単位容積 
W/P  ：水結合材（粉体）容積比率 















（％） W （％） S G SPA 
C EX 
550 
30.9 47.3 170 734 855 2.5％ 
505 45 
 (1) 基本物性 
1) ブリーディング特性 
   JIS A 1123 に準拠してブリーディング試験を行った結果、ブリーディング率は 0％であった。 
2) 凝結特性 
   JIS A 6204 附属書 1 に準拠して、20℃において凝結試験を行った結果、始発が 11 時間、終結が
13 時間という結果が得られた。 
3) 強度特性 
JIS A 1108 およびJIS A 1113 に準拠して強度特性試験を行った結果を表-4.5 に示す。91 日材齢



















7 日 28 日 91 日 7 日 28 日 91 日 7 日 28 日 91 日 










は表-4.4 に示す試験配合にセメントの内割での 30kg/m３と 50kg/m３のケースを実験した。 
































































































Ｋ＝57.0 （一定）、α＝ 0.14 T0 + 0.62、β＝ -0.57 T0 + 23   T0：打設温度 
  高強度･高流動コンクリートでは、結合材料が 550kg/m３と防液堤一般配合より 180kg/m３多くな
るため、断熱温度上昇量は、15℃程度大きくなりかつ発熱速度も速いという結果となった。 
表 4-6 断熱温度上昇特性６)
T0（℃） Ｑ∞（℃） α β（hr） 
26.9 57.0 4.5 8 
18.3 57.0 3.0 12 
13.1 57.0 2.6 16 
2) 温度ひび割れ制御 
PCLNG貯槽の防液堤には液密性が要求されるため、その施工においてはコンクリート標準示方書





































  2) 使用材料 
①セメント 
















コンクリート温度は 35℃で、練り上がりから 30 分前に液体窒素冷却を実施し、コンクリート温
度を 23℃とした。点線で示したのはコンクリート温度 27℃での窒素冷却を伴わない経時変化であ



















  3)示方配合 
    今回選定した配合は、設計基準強度 60N/mm２を満たし、自己充填性についても後述する試験施工に
おいて、目標性能を満足することを確認した。   
























3)温度ひび割れ制御対策     
  設計基準強度 60N/mm２の高強度・高流動コンクリートでは、結合材が設計基準強度 40N/mm２の通常コ
ンクリートより 180kg/m３多くなるため、断熱温度で 15℃大きく、発熱速度も大きくなるため、従来
以上の対策が必要となる。想定される壁厚さ 80cmの防液堤に対し、温度ひび割れを防止するには、打


































スランプフロー(1) (㎝) 60 
Ｏロート流下時間(1) (秒) 10 
U型充填高さ(2) （㎝） ≧30 
空気量(3) （％） 4.5±1.5 
ブリーディング率 （％） － 
凝結時間（終結） （hr） ≦24 
圧縮強度(3)  （N/mm２） 
≧20 (7 日)，≧35 (14 日)












    Q(t)=Q∞（1-e-α(t-β)） 
(5)逆打継ぎ部での硬化前の沈降補償 
    φ15×30 ㎝供試体 


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































材料の分類 記号 種類または銘柄 記号 比重 
3.24 SLC 超低熱ポルトランドセメント 
3.23 LC 低熱ポルトランドセメント* 
3.22 ML 中庸低熱ポルトランドセメント* セメント C 
3.16 NP 普通ポルトランドセメント* 
3.04 BB 高炉 B種* 
デンカ CSA#20 2.92 
膨張材 EX 




細骨材 S 海砂（除塩） 2.55 
粗骨材 G 砕石 2005 2.63 
高性能 AE 減水剤 SPA SP-8S（特殊品） － 
               注) ＊印の材料は比較用として一部の試験に使用した。 




（普通、中庸低熱、低熱）および高炉セメント B 種を使用した。表-4.9 に各種セメントの品質試
験結果一覧を図-4.9 に各種ポルトランドセメントの水和熱とモルタルの圧縮強度の関係を示す。 
16),17)表-4.9 配合実験に用いた各種セメントの品質試験結果一覧
凝結特性 圧縮強度（N/mm 水和熱（J/g） ２





種類 igloss insol. SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O R2O Cl C3S C2S C3A C4AF
SLC 1.0 0.1 26.1 3.5 3.6 61.7 0.8 2.6 0.15 0.36 0.39 0.003 17 62 3 11 
LC 0.8 0.2 25.1 3.8 3.7 62.4 0.9 2.0 0.18 0.43 0.46 0.003 27 52 4 11 
ML 0.8 0.1 24.1 3.8 3.9 63.0 1.0 2.0 0.20 0.41 0.47 0.003 36 42 4 12 
NP 1.4 0.2 21.2 5.3 2.9 64.2 1.3 2.0   0.65 0.005 55 20 9 9 

















日 3 日 7 日 7 日 
水量 始発 終結２/g） 
SLC 3.24 3410 25.8% 3-27 4-50 3.4 6.1 22.0 48.5 164 216 270 良
LC 2.23 3240 28.2% 3-17 4-32 6.9 10.3 32.6 55.8 216 284 325 良
ML 3.22 3170 28.2% 3-12 4-29 9.2 13.6 34.6 54.3 239 304 340 良
－ NP 3.16 3200 2-35 3-42 16.2 26.3 41.9 51.5 321 378 401 良









  4) 骨材 
  本工事で製造する予定のレディーミクストコンクリート工場で使用している骨材を用いた。  実
験で用いた骨材の物理的性質および粒度分布を表-4.12 に示す。 
  5) 高性能 AE 減水剤 
  ポリカルボン酸塩を主体とする高性能 AE 減水剤を使用し、練り上がりから打込み完了までの可
表-4.10 実験に用いた膨張材の物理的性質および化学成分17)





始発 終結 7 日 28 日 3 日 7 日 28 日 MgO 強熱減量
CSA #20 2.93 2760 1-39 2-40 0.86 0.40 13.4 22.8 37.1 1.3 1.1 













カルタック 2.71 5600 12.9 100 100 91 80 0.1 93.1 
JIS 規格 － － － 100 － ≧90 ≧70 － － 
17)表-4.12 実験に用いた骨材の物理的性質および粒度分布
分類 比重 表乾比重 吸水率（％） 粗粒率（F.M.） 実積率(％) 産地／岩質 
細骨材 海砂 2.55 2.00 2.68 59.0 香川県室木島沖産 









  1) 水結合材比 
  水結合材比は、目標とする配合強度が確保できるように試験練りの結果から設定した。 
  2) 単位水量 
  高流動コンクリート配合の単位水量は、流動性の増大に見合った材料分離抵抗性の確保と施工性
を考慮し、フレッシュコンクリートが適度な粘性を有するように設定した。 
  3) 単位結合材量 
  単位結合材量は、水結合材比と単位水量から算出した。膨張材は結合材の内割で使用した。 
  4) 水粉体比 
  水粉体比は 30％程度に設定した。水結合材比がこの範囲より大きい場合には、増量材として石
灰石微粉末を使用した。 
  5) 単位粗骨材量 
  単位粗骨材量は、間隙通過性を考慮して 0.325m３/m３以下の範囲で設定した。 
 
(3)実験方法 
  1) 練混ぜ方法 
ミキサの形式はパグミル型二軸強制練りミキサ（容量 60 リットル）とし、まず、各種粉体（C、
LF、EX）および骨材（S、G）を投入後、空練りを 30 秒間行い、次に各種混和剤を溶解させた練混
ぜ水を投入した後、本練りを 120 秒間の合計 150 秒の練混ぜ時間とした。 
  2) 試験項目および方法 
コンクリートの各種試験項目と試験方法を表-4.14 に示す。 
① Ｏロート流下試験（図-4.10 参照） 








W/P W/(C+EX) s/a 




530 0 70 737 789 
600（191） 










スランプ JIS A 1101 
スランプフロー JSCE-F-503：試料は流し込んで成型する 
O ロート流下時間 O ロート流下試験装置により測定 
U 型充填高さ U 型充填試験装置により測定 
空気量 JIS A 1118：試料は流し込んで成型する 
コンクリート温度 デジタル温度計により測定 
ブリーディング率 JIS A 1123 
凝結時間 JIS A 6204 附属書 1 
JIS A 1118：脱型材齢 3 日 
圧縮強度 養生条件；10，20，30℃水中養生（一部、封緘・気中も実施） 
試験材齢；3，7，14，28，91，182 日 









一軸拘束膨張特性 JIS A 6202  参考 1 
断熱温度上昇特性 空気循環式試験装置（マルイ製）使用 
乾燥収縮特性 JIS A 1129：開始材齢 91 日 
JIS A 6204  附属書 2 
凍結融解抵抗性 
開始材齢 91 日、凍結融解 300 サイクルまで測定 
促進条件；30℃，60％RH，CO２濃度 5％（材齢 91 日） 耐中性化 
フェノールフタレイン 1％溶液による変色域測定 












② Ｕ型充填試験（図-4.11 参照） 
  まず、コンクリート試料（約 30 リットル）をＡ室内に注ぎ、天端をへらで平らにならす。次
に、仕切りゲートを開放し、コンクリートを障害鉄筋の間隙を通過させＢ室へ流出させる。Ｂ
室内に流出したコンクリートの充填高さを測定する。 





を初期値とし、材齢 28 日まで測定する16),19)。 
コンクリートの配合実験における試験条件と各種検討項目の組み合わせを表-4.15 に示す。 
17)表-4.15 実験条件と各種検討項目の組合せ









本試験結果によれば、単位粗骨材量を 0.340m３/m３以下、水粉体容積比を 1.1 以下の範囲内で設定すれ
ば所要の自己充填性が確保できるものと判断される。 
また、厳しい条件であるR1 障害を用いて同様の試験を行った結果を図-4.14 に示した。傾向はR2 障
害と同様であるが、充填高さはR2 より小さくなり、今回の試験範囲では、単位粗骨材量を 0.320m３/m３
以下、水粉体容積比を 1.0 以下に設定する必要がある。なお、最終的には実工事で用いる配合では、品


































配合 試験 縮 張 己束 結抵 
特
性 




融抗 C EX SPA 
度 度 張張 解性 
8S(L) 10℃ － － ● ● ● ● － － － ● － － －
8S(B) 20℃ ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●SLC 
8S(T) 30℃ － － ● ● ● ● － － － ● － － －
LC － － － － ● － ● － ● ● － ● ●－ W0
ML － － － － ● － － － ● ● － ● ●
NP － － － － ● － ● － － ● － － －
8S(B) 20℃ 
BB － － － － ● － ● － － ● － － －
8S(L) 10℃ － ● ● ● ● ● － － － － － － －
8S(B) 20℃ ● ● ● ● ● ● ● ● － ● ● － －W SLC #20 1






品質特性 試験項目 検討内容 
自己充填性 U 型充填高さ ・単位粗骨材量の影響 
・水粉体比の影響 
流動保持特性 スランプフロー ・膨張材の影響 















発熱特性 断熱温度上昇 ・セメント種類の影響 
・打込み温度との相関 
・膨張材の影響 




















本試験結果より、温度 20，30℃では同じ高性能 AE 減水剤の種類と添加量でも膨張材を使用した配合
の方が、膨張材を使用しない配合に比べ、120 分でスランプロスが 5cm 程度大きくなる結果となった。
膨張材を用いた配合では、温度 30℃の場合に、高温用の高性能 AE 減水剤を使用すれば、大幅にスラン
プロスを低減できることが確認できる。これらの結果から低温（10℃）、常温（20℃）、高温（30℃）
の各温度条件毎に高性能 AE 減水剤の種類を変更し、添加量を調整することで、目標可使時間内でスラ

















  1) セメント水比と圧縮強度の関係（図-4.19） 
セメント水比と圧縮強度の相関は、従来のコンクリートと同様に一次式で近似できる。近似式は図
中に示した。 











齢 28 日と 91 日での、空気量と圧縮強度の関係を(1)式に示す。 
         f‘c28＝-3.84・A+ 73.6、f‘c91＝-4.32・A+105             (1) 
 
ここに、f‘c28 ,f‘ ２c91：それぞれ材齢 28 日，91 日の圧縮強度（N/mm ），A：空気量(%)，W/C：33% 
  3) 材齢と圧縮強度の関係（図-4.21） 
超低熱ポルトランドセメント（高ビーライトセメント）を用いた場合、普通ポルトランドセメン
ト、高炉セメントB種、中庸低熱ポルトランドセメントを用いた場合に比べて、初期材齢では強度
発現が小さいものの、材齢 7 日以降の強度増進が顕著であり、積算温度 2000℃・日時点（20℃で
材齢 91 日）では、いずれの配合も、おおよそ約 80N/mm２ 10),18)以上の高強度が得られた 。 
10)強度発現比率とビーライトおよびエーライト成分比の関係を調べた近松ら の結果を図-4.22に





















間による 91 日圧縮強度を調べた。 
養生方法と初期養生期間の圧縮強度発現への影響は大きく、養生条件が一定(20℃)の場合、若材齢
で乾燥状態に供した場合ほど長期的な強度増進が阻害される傾向が認められる。初期養生を水中養
生とし、その後封緘養生する場合は、3 日初期養生では 91 日間水中養生した場合の 85%程度の強度
となるが、7 日以上初期養生すれば、91 日間水中養生と同等の圧縮強度比が得られる。 
後期に気中養生する場合は、初期に水中養生する方が初期封緘養生よりやや圧縮強度は高くなる。



































-0.56(t-4)) ：超低熱ポルトランドセメント          (2) Ｑ(t)＝51.0・(1-ｅ
-1.02(t-4)) ：低熱ポルトランドセメント           (3) Ｑ(t)＝55.7・(1-ｅ






  2) 打込み温度の影響 









  1)自己収縮特性 
自己収縮測定用供試体の温度変化を図-4.30 に示した。試料の量が少なく、恒温養生条件下での
測定のため、材齢 2 日以降の供試体温度は約 20℃とほぼ一定であるが、若材齢時にはセメントの
水和に伴って凝結の始発直後からセメントの種類により約5～15℃の温度変化を生じる結果となっ
た。そこで、この温度変化を生じた若材齢時の自己収縮歪の算出に際しては、始発時点の温度を基
準に、熱膨張係数を 10×10-６ 10)／℃と仮定して温度補正を行うこととした 。 
 

























































































































（％） （％） W S G SPA 
C EX LF 
550 60N/mm２ 
30.9 47.3 170 734 855 2.5% 
高流動 505 45 0 
430 40N/mm２ 
38.5 43.5 165 























































































図-4.39 圧縮強度比 図-4.38 圧縮強度増加量 
2) 高温履歴後圧縮強度試験 
   ① 試験方法 
供試体の作製、試験方法は 3.2.5(1)と同じである。履歴最高温度は 200℃および 400℃とした。 
























































 (8) まとめ 
高流動コンクリートの配合実験から得られた主な知見を以下に示す。 
  1) 自己充填性 
  所要のＵ型充填高さ（≧30cm）を確保するためには、単位粗骨材量を 0.340m３/m３以下、水粉体
容積比を 1.1 以下の範囲で設定する必要がある。なお、本施工用のコンクリート配合では、単位粗
骨材量を 0.300m３/m３、水粉体容積比を 0.92 程度に設定しており、上記の範囲に対して十分に安全
側の配合であるといえる。 
  2) 流動保持特性 
  年間の環境温度の変化に対応して、高性能 AE 減水剤の種類および使用量を調整することで、練
上りから 120 分程度までは、スランプフローを 60±7.5cm の範囲に制御できる。 










  なお、膨張材の使用により、発熱速度、発熱量とも若干増大する傾向となる。 






  低温圧縮強度は、設計基準強度 40N/mm２のコンクリートと同等以上の強度増加量となることを確
認した。 







 4.3.1～4.3.3 で得られた知見に基づいて示方配合を決定した。 
(1) 材料 
1)セメント 









































































































（％） （％） W C LF (cm)
既設貯槽 ML 45.0 47.0 165 367 50 90








































  粗骨材は、高強度コンクリートに適した強硬で耐久的な砕石を選択して使用することとした。 
  3)混和剤 
混和剤としては、既設貯槽の工事用開口部の閉塞用の高流動コンクリート等に採用した実績のあ
るポリカルボン酸塩を主体とする高性能 AE 減水剤を使用した。 
レディーミクストコンクリート工場から現場までのアジテータ車での運搬およびポンプによる
配管圧送を用いた打込みに要する施工上の可使時間の範囲内で所要の流動性が保持されるよう、温






























ランク (mm) (%) (%) (%) (m３/m３) W C EX LF S G SPA
























































は気中養生を行った場合と比較して、打継材齢が 3 日では大差ないが打継材齢が 28 日では高くなるな
ど、打継強度に対しては、表面処理方法より養生条件の方がより大きな影響を与える29)。 
 
4.4.2 セメントの違いが耐久性に与える影響  
(1) 耐中性化 
各種セメントを用いた高流動コンクリートの促進中性化試験結果を表-4.19 に示した。水セメント比





係数を求めた。   





ｂ = 0.124 ：低発熱ポルトランドセメント（高ビーライト） 
               0.063 ：低発熱ポルトランドセメント 
               0.0   ：中庸熱セメント 
  高強度コンクリートに関する既往の測定例35)を図-4.47 に示すが、水セメント比が 30%程度まで小さ
くなると中性化はほとんど進行しない結果となっており、今回も同様の結果となった。 
中性化深さ(mm) 試験開始時の配合 W/C 
備考 セメント種類 圧縮強度 
種別 (％) 3 週 6 週 9 週 13 週２) (N/mm
SLC(超低熱) 84.0 0 0.8 1.0 1.0 促進条件 
LC(低熱) 93.8 0 0.3 0.5 0.6 ・30℃ W 33.0 0 ・60％RH 

















































  90N/mm２の高強度域でも空気量が 2.8%以下の供試体については、凍結融解の繰り返しに伴って相
対弾性係数が低下する結果が得られた。また、重量減少量は、いずれも極めて小さく、凍結融解抵
抗性に劣る供試体については逆に重量が増加する傾向が認められた19)。   
19)本試験に関し、近松ら が耐久性指数と硬化後の空気量、気泡間隔係数の関係を整理した結果を図




































間の水準は、24 時間(1 日)，72 時間(3 日),14，28，91 日間封緘養生を行い、封緘養生終了後は、
材齢 91 日まで気中養生（20℃，60～80%RH）を行った。 
打継ぎ処理の試験内容を表-4.21 に示す。試験項目は、曲げ強度，塩分浸透，中性化，透水試験と
した。打継ぎ部の処理方法は、ブラシによるレイタンス除去の有無とし、打継ぎ材齢は、LNG 貯槽






混ぜ量は 60 リットル／バッチとした。練混ぜ方法は、骨材およびセメントを投入後、空練りを 30
秒間行い、その後、水および混和剤を加えて 90 秒間練り混ぜた。 
① 圧縮強度試験 
φ10×20cm の円柱供試体を用い、材齢 3 日までの若材齢試験用の供試体は石膏キャッピングによ
り端面を成型した。また、材齢 7 日以降の強度試験用供試体については、試験の直前に端面を研
磨して供試体を成型した。圧縮強度試験は JIS A 1108-1993 に準拠した。 
② 中性化促進試験（図-4.52） 
10×10×40cmの角柱供試体を使用し、長手方向の側面を除く 4 面をエポキシ樹脂にて被覆処理し
た後、材齢 91 日以降に供試体を中性化促進試験槽内に入れた。促進条件 30℃，60％RH，CO２濃度
5%で、促進期間 1，2 ヶ月後に 1%濃度のフェノールフタレイン溶液噴霧による変色域の測定を行
















試 験 供試体寸法 
温度 水中 封緘 気中 1 日 3 日 7 日 28 日 91 日 
   
  ③ 塩分浸透試験（図-4.53） 
10×10×40cm の角柱供試体を使用し、長手方向の側面を除く 4 面をエポキシ樹脂にて被覆処理し
た後、材齢 91 日以降に人工海水中に浸漬した。2 年 6 ヵ月間浸漬した後、φ30×10cm のコアを採
取し、深さ方向に 12.5mm 毎にスライスし、微粉砕後、塩分濃度を測定した。 
  ④ 曲げ強度試験（図-4.54） 
10×10×40cm の角柱供試体を用い、型枠に先打ちコンクリート（10×10×20cm）を入れた状態で鉛
直に設置し、所定の打継ぎ材齢で後打ちのコンクリートを打込んだ。打継ぎ処理を行う場合には、
ワイヤブラシを用いて厚さ 1mm 程度を削り取った。JIS A 1108-1993 に準拠して、試験材齢 91 日で
91 日 － ―   〇 〇 〇    
－ 91 日 － 〇 〇 〇 〇 〇    
－ 28 日 63 日     〇    
－ 14 日 77 日     〇 圧縮強度試験 φ10×20cm  
－ 7 日 84 日    〇 〇  
－ 3 日 88 日    〇 〇  
－ 1 日 90 日    〇 〇 20℃ 
91 日 － ―   細孔分布試験  ：91 日後 
－ 91 日 － 細孔分布試験  塩分浸透性試験：91 日養生後塩水浸漬 2.5 年 
－ 28 日 63 日塩分浸透性試験 10×10×40cm 中性化促進試験：91 日養生後 中性化促進 1,2 ヶ月 
－ 7 日 84 日中性化促進試験  
－ 3 日 88 日 ＊91 日水中は、塩分浸透,中性化試験のみ 




試 験 供試体寸法 養生 試験の試料数 
打継ぎ材齢 レイタンス処理
曲げ強度試験 *  － なし 塩分浸透性試験： 
塩分浸透性試験 1 日 10×10×40cm  有り      91 日養生後 塩水浸漬 2.5 年 




3 日 有り      91 日養生後 中性化促進 1，2 ヶ月 透水試験  
3 日 無し ＊打継ぎなし（一体）は、曲げ強度試験， φ15×15cm 
28 日 有り   透水試験のみ 
28 日 無し 
表-4.22 使用材料26)
セメント 宇部興産製 低発熱ポルトランドセメント：密度 3.24 g/cm３，比表面積 3,480cm２/g 
細骨材 木更津産 陸砂：表乾密度 2.60g/cm３，吸水率 1.95%，粗粒率 2.63 
粗骨材 青梅産 砕石  ：最大寸法 20mm，表乾比重 2.60，吸水率 1.95%，粗粒率 2.63 
































  ⑤ 透水試験（図-4.55) 
φ15×15cmの円柱供試体を使用した。打継ぎ供試体の作製は、キャップレスの円柱型枠（φ15×
30cm）を使用し、先打ちコンクリート（φ15×30cmの半円）を入れた状態で、後打ちコンクリート
を打ち込んだ。打継ぎ処理を行う場合は、ワイヤブラシを用いて厚さ 1mm程度を削り取った。  供
試体上面（直径 15cm）より、3N/mm２の水圧を作用させ、48 時間後に供試体を割裂し、直ちに水の
浸透深さを測定した。   







全細孔容積と封緘養生日数と表面からの距離の関係を図-4.56 に示す。   
養生 7 日以下では、全細孔容積は 0.08cc/g 程度で養生期間による全細孔容積の差異は小さいが、
養生を 28 日以上行うと、全細孔容積は 80%以下となる。また、深さ方向の分布に関しては、全細孔容





















































































































































































































































































































































































      100-2000nm
        50- 100nm
        20-  50nm








結合材量が多く細孔構造が微細で、養生期間が細孔構造に与える影響は小さいと考えられる。   
表面からの各深さ別に乾燥開始材齢（封緘養生期間）の細孔分布を図-4.58 に、乾燥開始材齢（封
緘養生期間）別に深さ方向の細孔分布を比較したものを図-4.59 に示す。同一深さにおいては、封
緘養生期間 1,3,7 日では、細孔半径 20～50nm の細孔の占める割合が最も多く、全細孔容積の 40～
60％程度であり、ほぼ同じ細孔分布を示している。細孔半径 6～20nm の細孔の容積は、深さ、封緘
養生期間の差はなく 0.02cc/g と一定の値を示している。封緘養生期間 1,3,7 日では、20～50nm の
容積が、深くなるにつれて減少していき、それにより全細孔容積が減少している。一方、封緘養生
期間 28，91 日では、深さによる細孔分布の差はほとんど無かった。このことから細孔構造は、1～




った場合に対して、養生を 91 日行った場合は約 90%、養生 28 日の場合は約 80%、養生 14 日の場合
は約 75%、養生 3 日の場合は約 65%、養生を 1 日行った場合は約 55%となった。 
封緘養生期間と材齢 91 日の圧縮強度の 91 日水中養生供試体との圧縮強度比を図-4.61 に示す。
両者の関係は式(6)で表すことができる。   
           σ91,T/σ = 0.617＋0.191×log(T)                (6) 91,水中 
ここに、σ91,T：封緘養生T日の供試体の材齢 91 日での圧縮強度、σ91,水中：91 日水中養生供試体








































26) 26)図-4.60 強度発現特性 図-4.61 封緘養生期間と圧縮強度比
38）また、圧縮強度は、細孔容積との相関が高いとされているため 、圧縮強度と表面から 7.5cmま
での平均細孔容積との関係を調べた。圧縮強度と表面から 7.5cmまでの細孔径 50～2,000nmの平均
細孔容積との関係を図-4.62 に、全細孔容積との関係を図-4.63 に示す。 
圧縮強度は 50～2,000nmの細孔容積、全細孔容積ともに高い相関を示した。強度と細孔容積は、
羽原38） ２が、60N/mm 程度までは、両者が線形関係にあることを明らかにしている。今回の結果から
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図-4.62 圧縮強度比と 50～2,000nmの細孔容積26) 図-4.63 圧縮強度比と全細孔容積26)
 
               σ = 158.3－2676V50-2000                           (7) 





の (5) 式から求めた。  
中性化速度係数と封緘養生期間の関係を図-4.65 に示す。養生を 28 日行った場合の中性化速度係数
に対して、養生を 14 日行った場合は約 2.2 倍、養生 7 日の場合は約 3.4 倍、養生 3 日の場合は約 4.9
倍、養生 1 日の場合は約 6.9 倍となった。また、水中養生を行った場合中性化はほとんど進行してい
ない。これらのことから、養生を 28 日行った場合の中性化速度係数に対する各養生期間の中性化速
度係数の関係は (9) 式の関係が得られた。   
               ｂT = γ ・ｂne 28                               (9) 
 = 11.44-2.93・log(T)   （T＜28）      γne
























































緘養生期間 28，14，7 日では 0.181～0.195%であったのに対し、3 日封緘ではその約 1.2 倍、1 日封緘
ではその約 1.8 倍となった。いずれのケースも 1.25cm以深への浸透は少なかった。次に、初期条件と
して、初期塩化物イオン量Ｃ（t=0）を 0 とし、境界条件としてコンクリート表層部の塩化物イオン
量Ｃ（x=0）をＣ０とした時、ｔ時間経過後のコンクリート表面から深さｘの位置の塩化物イオン量が
Fickの拡散方程式（(10)式）に従う39）と仮定して表面塩分量Ｃ０と見かけの拡散係数Ｄｃを求めた。   
           Ｃ = Ｃ０［１－erf（x/２√（Ｄｃ・ｔ））                  (10) 
封緘養生期間とＣ０とＤｃの関係をそれぞれ図-4.68，図-4.69 に示す。Ｃ０，Ｄｃいずれも、養生期
間を長くするに従い小さくなる傾向を示すが、養生期間を 7 日以上とすると、養生期間の影響は少な
くなる。養生期間(T)とＣ０，Ｄｃの間には(11)，(12) 式に示す関係が得られた。   
            Ｃo(%) = 0.65・T-0.12                               (11) 


































































































表面から 1.5cmにおける 4 種類の範囲の細孔容積と見かけの拡散係数との関係を図-4.70 に示す。
見かけの拡散係数は、佐野ら40)が 50～2,000nmの範囲の細孔容積との相関が最もよいとしているのに
対し、20～2,000nmの方の相関が高く、特に 20～50nmとの相関が高い結果となった。表面から 1.5cm
















































































































2.0 4.0 6.0 8.0
細孔容積（×10-2cc/g)
26)図-4.71 細孔容積と表面塩分量26)図-4.70 細孔容積と拡散係数






強度比の関係は式(13) 式により表せる。   












































        ブラシ処理                          無処理   






平均 5.5 程度となったのに対し、打継ぎ処理をしない場合は、バラツキが大きく 12.14～31.79 で平









打継ぎ処理の有無および打継ぎ材齢に関わらず 3.25cm 以深には浸透していないと考えられる。  表






















































































 (5) 式と (9) 式から得られた (14) 式を用いて、50 年後における中性化深さを算定した結果、養
生条件に関わらず中性化の影響範囲は、表層から 2cm 程度に限定されると予測される。   
             Ｘ = γne・ｂ28√ｔ                               (14) 
 = 11.44-2.93・log(T)   （T＜28） γne


















らず、打継ぎ材齢が長くなるほど塩分浸透量は多くなり、1 日での打継ぎに比べて 28 日では約 2 倍と
なっている。また、ブラシによる打継ぎ処理をした方が無処理よりやや浸透量が少なくなる傾向が見
られる。今回のようなコンクリートを使用した場合、一般部の塩分浸透が小さいことから、打継ぎ部
は一般部に比べて塩分浸透が数倍から数 10 倍となっており、耐久性の面での弱点になりうる。   
44)の式を用いて試算すると、汀線では、2.3kg/m３また、コンクリート標準示方書 、水際線から 0.1km
で 1.1kg/m となり、今回行った予測の塩分量より多い結果となる。 ３










































































































































































れた知見を以下に示す。   
1)養生期間の影響 
① 細孔径分布 
  養生期間が 1～7 日までは全細孔容積の差は小さい。 
② 圧縮強度 
材齢 91 日における圧縮強度は、養生を 91，28，14，3，1 日行った場合は、標準養生を行った場
合に対してそれぞれ約 90，80，75，65，55%となった。圧縮強度と表面から 7.5cm までの細孔径
50～2,000nm の平均細孔容積および全細孔容積は非常に高い相関を示した。   
③ 中性化 
養生を 28 日行った場合の中性化速度係数に対して、養生を 14 日行った場合は約 2.2 倍、養生 7
日の場合は約 3.4 倍、養生 3 日の場合は約 4.9 倍、養生 1 日の場合は約 6.9 倍となった。また、
28 日以上養生を行った場合は中性化速度係数はほぼ一定であった。中性化速度係数はコンクリー
ト表層の細孔容積と相関があり、全細孔容積が 0.06cc/g 以下では、中性化はほとんど進行しない。   
④ 塩化物イオン浸透 
とＤＣ０ ｃには養生期間(T)との相関が見られた。見かけの拡散係数は、20～50nmとの相関が高い





のバラツキが大きく、打継ぎ材齢との相関は見られない。   
  ② 打継ぎ方法と透水性 
打継ぎ処理した場合は、一体ものとの透水係数比は、平均 5.5 程度、打継ぎ処理をしない場合は、




が認められた。   
④ 打継ぎ方法と塩化物イオン浸透 











 ① 中性化深さ 
50 年後における中性化深さを算定した結果、養生条件に関わらず中性化の影響範囲は、表層から
20mm 程度に限定される。   
 ② 塩化物浸透深さ 
 供用後 50 年での表面から 7cm における塩化物イオン量を試算した結果、一般部においては、封
緘養生 1 日の場合を除いて、コンクリート中の鉄筋の腐食が発生する限界塩化物量を超えるもの
はなかった。打継ぎ部では、打継ぎ処理の有無に関わらず、打継ぎ材齢が長くなるほど塩分浸透
量は多くなり、1 日での打継ぎに比べて 28 日では約 2 倍となっている。また、ブラシによる打継
ぎ処理をした方が無処理よりやや浸透量が少なくなる傾向が見られる。打継ぎ部は一般部に比べ
て塩分浸透が数倍から数 10 倍となった。   
4) LNG 貯槽の防液堤の養生期間，打継ぎ方法 
① 養生期間  
高強度・高流動コンクリートが、塩分浸透抵抗性，中性化抵抗性に優れていることが明らかとな
った。防液堤の鉄筋の設計かぶりは、鉄筋中心で 10cm（鉄筋径(最大D32)を考えれば、かぶりは
8.4cm程度）である。中性化深さは、50 年の供用期間中に 20mm程度であるため、1 日以上の養生
期間で十分である。塩分浸透に関しては、表面から 8cmの位置では、養生 1 日でも 0.8kg/m３程度
で、限界塩化物量（1.2～2.5kg/m３）に対して、十分な安全を確保できるが、鉄筋配置の施工誤



























































1) コンクリート配合  
試験に用いたコンクリートの配合は、高流動コンクリート（設計基準強度 60N/mm２）と比較対象




３単位量(kg/m ) 粗骨材 
試験に用いた供試体は図-4.82 に示す寸法：5 ｍ×10 ｍ×0.3 ｍを 2 体とし、それぞれ高流動コン
クリートと普通コンクリートを打設した。供試体には、乾燥収縮等により表面ひび割れが生じて、














高流動 20 60 4.5 33 170 515 15 50 770 786 0.5 1.2 
普通 20 21 4.5 59 172 292 － － 798 995  0.730 
＊１：高流動コンクリート：高ビーライトセメント、普通コンクリート：高炉セメント B種 
＊２：BP 増粘剤 






  コンクリート打設後の養生期間は 28 日とし、養生期間中は型枠および湛水により養生する。模
擬塩水は、現地で設置した井戸管（VP‐125）全長 7.95m により、汲み上げた地表面下約 8m の地下



























   ：コア採取位置 
図は 50cm メッシュ 

















養生期間終了後、1 日 1 回 15 分程度、模擬塩水を供試体表面全体が浸る程度に散布した。模擬塩
水を散布開始後、120 日目に、両方の供試体から 9 箇所づつコアを採取し、塩分浸透量を測定した。
供試体には不陸が有り、湛水にバラツキがあるが、図-4.83 に示すようにコアは湛水の位置を考慮
せずに採取した。 
コアのサイズは、普通コンクリートは直径 75mm、長さは 70mm を 9 本、高強度・高流動コンクリ
ートは直径 75mm、長さは 50mm を 9 本とした。   
採取したコアを微粉砕後、日本コンクリート工学協会 JCI SC-4 に基づいて塩分濃度を測定した。
ただし、模擬塩水散布後の日数から塩分浸透深さは、普通コンクリートで 5cm 程度、高強度・高流
動コンクリートで 2cm 程度と推定されたため、塩分測定位置は、普通コンクリートでは、表面から
2cm と 4cm、高強度・高流動コンクリートは表面から 2cm とした。  
    
(2) 実験結果 
普通コンクリートと高流動コンクリートの表面から 2cm での塩分量をそれぞれ図-4.84 と図-4.85 に
示す。両者の 2cm における塩分量を正規分布と仮定して、統計処理した結果を表-4.25 に示した。 
 










(％) ３) ３) ３) ３) 
9 1.74 4.09 0.76 1.05 60.4 普通コンクリート 
9 4.02 5.38 2.53 1.21 27.3 高流動コンクリート 
 






























































































1.0erf1−=                (16)             
：鋼材位置における塩化物イオン濃度の設計値Cここに、γcl dのバラツキを考慮した安全係数で、





















































図-4.87 安全係数と非超過確率（期待値）    図-4.88 安全係数と非超過確率（特性値） 
 
係数で、試験結果から、普通コンクリートは 60.4%、高流動コンクリートは 27.3％とした。 
予測値の示す値を期待値とした場合、非超過確率を 95％に使用とすれば、安全率は普通コンク







通コンクリートで 1.2 程度となるのに対し、高強度・高流動コンクリートでは 1.13 程度となり、
安全率を下げることが可能となる。また、普通コンクリートが安全率 1.3 をとる場合、同じ非超























   今回行った実験の範囲内では 
①膨張材を混和した配合のスランプフローが、暑中に大幅に低下する現象が認められた。暑中施工に
関しては膨張材、高性能 AE 減水剤の相性のよい組み合わせとすることが必要である。 












(2) 高強度・高流動コンクリートの養生期間および打継ぎ方法が強度，耐久性に与える影響  
①養生期間の影響 
 養生期間が 1～7 日までは全細孔容積の差は小さい。圧縮強度と表面から 7.5cm までの細孔径 50
～2,000nm の平均細孔容積および全細孔容積は非常に高い相関を示した。   
 中性化速度係数はコンクリート表層の細孔容積と相関があり、全細孔容積が 0.06cc/g以下では、
中性化はほとんど進行しない。Ｃ とＤ０ ｃには養生期間との相関が見られた。また、見かけの拡散
係数は、20～50nmとの相関が高い結果となった。表面塩分量と細孔容積の相関は見られなかった。   
②打継ぎ方法の影響 
 打継ぎ処理した場合は、打継ぎ材齢が長いほど曲げ強度が小さくなり、バラツキが小さくなる。  
打継ぎ処理をしない場合は、処理する場合に比して曲げ強度は 50%程度となる。また、曲げ強度の
バラツキが大きく、打継ぎ材齢との相関は見られない。   
 打継ぎ処理した場合は、一体ものとの透水係数比は、平均 5.5 程度、打継ぎ処理をしない場合は、
平均 19.4 程度であった。打継ぎ部をブラシ処理した場合は、いずれの供試体においても中性化は
認められなかった。打継ぎ処理をしなかった供試体については、中性化領域が僅かに認められた。   









   
(3) 予測解析 
①50 年後における中性化深さは、養生条件に関わらず中性化の影響範囲は、表層から 20mm 程度に限
定される。   
②供用後 50 年での表面から 7cm における塩化物イオン量は、一般部においては、封緘養生 1 日の場
合を除いて、コンクリート中の鉄筋の腐食が発生する限界塩化物量を超えるものはない。 
③打継ぎ部では、打継ぎ処理の有無に関わらず、打継ぎ材齢が長くなるほど塩分浸透量は多くなり、
1 日での打継ぎに比べて 28 日では約 2 倍となる。また、ブラシによる打継ぎ処理をした方が無処
理よりやや浸透量が少なくなる。打継ぎ部は一般部に比べて塩分浸透が数倍から数 10 倍となる。 
   
(4) LNG 貯槽の防液堤の養生期間，打継ぎ方法 
①養生期間  
高強度・高流動コンクリートは、塩分浸透抵抗性，中性化抵抗性に優れていることが、明らかと
なった。中性化深さは、50 年の供用期間中に 20mm程度であるため、1 日以上の養生期間で十分で
ある。防液堤の設計かぶりは 80cmであるので、養生 1 日でも鉄筋位置で塩化物量は 0.8kg/m３程度
で、限界塩化物量（1.2～2.5kg/m３）に対して十分な安全を確保できるが、施工誤差等を考慮して、
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図-5.1  配管の概念図（一方向配管） 
主管      6B 








































そこで、ポンプ車から先端にかけて 1/30 の勾配を設けて実験を行った。 
実験はコンクリートの粘性との関係を把握するため、流動性、材料分離抵抗性の極端な例と
して、スランプフロー75cm（75.0×72.5）と 50cm（50.0×50.5）の２ケースとし、それぞれ圧
送速度を 19～43m３/hrと 20～31m３/hrとした。配管の概念図を図-5.3 に示す。吐出口は 3 ヶ所
で、ポンプ車からの距離はポンプ車側（20m）、中間（27.5m）、先端（35m）で、鉛直立上り管
の高さはポンプ車側（1.7m）、中間(0.7m)とした。 











 主管      6B 




































  試験結果をまとめると以下のようになる。 
ポンプ車 1 台当たりの圧送速度が 20 m３/hr以下の場合は、スランプフローが 70cmを超える場合
は、ある程度均等に打設可能であるが、圧送速度が 20m３/hrより大きい場合およびスランプフ
ローが小さい場合は、均等に打設できない。 
  2)分岐管 
主管 6B+先端分岐管 5B の 2 分岐管打設、さらに 4B の先端分岐管を加えた 4 分岐管打設の実験を
行った。配管の概念図を図-5.5 に示す。 
  その結果、スランプフロー55～70cm において、各排出管からほぼ均等に排出可能であることが
確認された。また、排出後のスランプフロー、Ｏロート流下時間等のフレッシュの性状も均等であ
ることが確認された。 
  しかし、2 分岐管打設は、対象構造物の周長（約 264 ｍ）及びレディミクストコンクリートの供










図-4.77  配管の概念図(2 分岐配管) 
 主管      6B 
分岐管    5B 













  そのため、分岐管と2箇所と途中の吐出口1箇所の3吐出口による均等打設の可能性を検討した。 
  3) 1 分岐管＋1 吐出口 
①圧送速度と吐出量 
実験は、スランプフロー60cmを中心に実施した。なお、流動性の影響を把握する観点からスラ








なお、スランプフローが 55cm および 67.5cm の場合も、各吐出口の吐出量の差はあるが、吐出
量の絶対値としては図-5.4 と同程度であった。 
 
 主管      6B 
分岐管    5B 



















































間が変化しなくなる。   
また、ポンプ車側、中間、先端での単位体積重量比と圧送速度の関係を示したのが図-5.9 で
ある。荷卸し時の単位体積重量を 1 とした場合、いずれのケースも 0.99～1.03 であり、顕著な
影響は確認できなかった。 
試験結果をまとめると以下のようになる。 




































































要であると考えられる。   
そこで、今回の打設方法の検討にあたって主たる決定要因となる前提条件を整理する。 
  1)製造・供給能力 
  製造供給能力は、１工場あたり 50m３/hr程度であり、最低 3 工場から受け入れると想定して、計
画供給量は 150m３/hrとした。 
  2) 打設速度 
  施工実験から得られた打設速度と充填性の関係以下の通りである。 




  これらの結果から、打上がり速度を 3cm/分以上を目標とすることとした。 
  3) 流動距離 
高流動コンクリートの打設方法として、高い分離抵抗性を積極的に利用して、品質に影響を及ぼ
さない範囲で流動させて打設することは得策である。流動距離の影響は 3.4.3 で述べたように、6m
程度までは品質に大きな影響はないが、8m 程度から影響が現れる。   
そこで、今回の計画では、最大で 6～7m 程度の流動距離になるように計画した。 
  4) 打設方法 
  防液堤には、定着柱が 6 箇所有り､それぞれにコンクリート配管を添架できる足場が設置されて
いるため､6 台のポンプ車を配置し、全体を 6 分割して打設することとする。また、定着柱部から
打設位置まで鉛直配管を配置した後、圧送距離を短くする観点から、一方向に 1/6 周させるのでは
なく、左右 2 方向に分岐し、1/12 周ずつ水平配管配置した。 
 
(2) 打設計画 
  1) 打設速度の検証 
ポンプ車 1 台あたりの水平配管からの吐出口数（投入口数）と、1 ポンプ車あたりで同時に吐出









  打上がり速度 3cm/分を実現するために、バラツキ等を考慮して計画上の打設速度を 5cm/分以上
とした。均等打設の場合は、ポンプ車 1 台あたりの吐出口数に関わらず、打上がり速度は一定値
1.2cm/分となり、条件である｢5cm/分以上｣は満たせない。   
全ての吐出口から同時に打設しない場合は、吐出口あたりの分担面積が減ることから、ポンプ車



























図-5.10 吐出口数、1 ポンプ車あたりの吐出口数と打上がり速度 
  2) 流動距離の検証 







  そこで、流動距離 6～7m 程度という条件を満たすために、吐出口間隔を 6～7m 程度、すなわち最
小流動距離を 3m 程度にする。ポンプ車 1 台あたりの水平配管からの吐出口数と吐出口間隔、最小
流動距離の関係を図-5.11 に示す。同図より、ポンプ車 1 台あたりの水平配管からの吐出口数を 7
以上とする必要があることがわかる。水平配管は、左右分岐しているため吐出口数は現実的には偶
数であるので、8 以上となる。 































た。試験結果を図-5.12 に示す。   
付着強度は概ね 3～4N/mm２で打足し部での低下は認められなかった。また、圧縮強度は天端から
2.25m位置のみ若干低下していたが、全体的に見れば特に低下を示す結果は得られなかった。この
















そこで、本工事では、打足し間隔を 30～40 分程度となるように打設計画をたて、1 時間を越えな
いようにする２）。 
  4) 打設高さ（落下高さ） 
スランプフローが 70cm 程度のコンクリートを用いて、落下高さがコンクリートの品質に与える
影響を検討した。コンクリートは 3m 程度落下させて打設したが、分離抵抗性は若干劣っているに
も関わらず骨材の分離や空気の巻込みによる空気あばた等は見られなかった。   







  本工事では、各投入口にフレキシブルホースを取付け、落下高さを 3m以下とする２）。 
  














整が困難となることが確認された。   
対策として投入口間隔を小さくして高低差を小さくするか、フレキシブルホース等により不足箇



















  配管の概略図を図-5.14 に示す。試験施工の制約から、コンクリートは始め 33m上方に圧送され、そ
の後水平方向に 42m圧送された後、33m下方に送られる配管計画とした。配管径は 6 インチと 8 インチ
の 2 種類とし、ポンプ車からの圧送速度は高中低速の 3 種類とした。圧送速度の算定は、生コン車 1
台(4.5m３)／圧送時間およびシリンダー容積（φ225×1650）／圧送周期とした。管内圧力分布を図-5.15
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凡例 脱枠 養生方法 
 3日 標準養生 
 －  封緘養生 
気中養生 




W/C s/a W C  LF SPA 
































































































W/C s/a W C LF SPA 
旧 30 48.8 180 530 70 P×1.8%  
新
30 48.8 180 530 70 P×2.5% 
旧 












旧 61×57 22.8 6.2 12.3  
新
61×60.5 9.3 5.8 15.2 
 旧












































打継ぎ材齢 3 日 14 日 14 日 
打継ぎ前養生 気中 気中 封緘 気中 気中 
ﾒｯｼｭ型枠条件 1 枚 1 枚 1 枚 2 枚 ﾁｯﾋﾟﾝｸﾞ 1 枚 ﾁｯﾋﾟﾝｸﾞ























類 W/C s/a W C LF SPA 
旧 30 48.8 180 530 70 P×1.8% 












旧 61×57 22.8 6.2 12.3 















ト打設を中断している間に減少してゆく。側圧の実測値と計算値の比を図-5.24 に示す。   
同図から 1 時付近で 0 から急激に 60%になっているが、これは小さな値同士の割り算による影響であ
る。打上がり速度が一定でも、側圧比は 40%から 80%へと徐々に大きくなっていくことがわかる。この
































    冷却速度は従来のコンクリートと同様に 4.5m３積のアジテータ車に対して 2℃/分程度となり、打
設速度 80m３/hrに対して、20～25℃の冷却を実施するためには 4 基の冷却装置を設置すればよいこ
とがわかった。 
2) フレッシュの性状への影響 







































仮設開口部では、3.0m３練りのミキサで 1 バッチ当たりの練混ぜ量を 1.5m３で、かつ練混ぜ時間 120
秒という余裕のある練混ぜとして、3 バッチでアジテータ車に積載する方法を採用したため、製造速度
は 1 工場当たり最大で約 35m３/hr程度であった。そこで、製造速度の向上のため 1 バッチの練混ぜ量を










  1) 実験概要 
  セメントは低熱ポルトランドセメント（比重 3.24、比表面積 3250cm２/g、C２S 59％）を用い、
混和材には石灰石微粉末（LFと略記、比重 2.73、比表面積 5600cm２/g）を使用した。また、細骨材
















  2) 実験結果 
① 加水までの練混ぜ時間（空練り時間）と各種品質特性 













  空練り時間が 15，30，45 秒では加水後負荷電流値が一旦下がり、再び上昇する傾向が見られ
る。また、空練り時間 15，30 秒では加水後空練り 0 秒と同じ軌跡を描くのに対し、45，60 秒で








練混ぜ時間 90，120，150，180，210 秒間 
P 
W/C s/a 
(％) (％) (％) W SPA 
C LF






(％) (％) (％) W SPA 
C LF




























  次に実験Ⅱのおける練混ぜ時間の違いによるミキサ負荷電流値の経時変化を図-5.29 に示す。 































練りミキサ（容量；3m３）を使用し、1 バッチの練混ぜ量を 2.25m３とした。 
  練混ぜ方法は、まず骨材、セメント、石灰石微粉末を順次投入して混合し、練混ぜ開始から 30






2)  実験結果 
① 細骨材表面水率の変動とミキサ負荷電流値 









(％) (％) (％) W SPA 
C LF

























































  2) 試験結果 
図-5.34 に各種要因による材齢 7，28，91 日における圧縮強度試験結果を示す。   






  以上に述べた検討結果から、考案した製造・受入管理システムのフローを図-5.35 に示す。   
18)表-5.6 供試体の作製方法























突固めあり 研  磨 
キャッピング 鋼製モールド










(1)  製造管理 
練混ぜは、1 バッチの量を 2.25m３とし、まず骨材と粉体材料（セメント、膨張材、石灰石微粉末）を
投入して空練りを 30 秒間行ったのち、高性能AE減水剤を溶解させた練混ぜ水を投入し、さらに 120 秒
間本練りを行う。 
打 材  品質管理
設 料




で 験 現場配合選定 使用骨材や温度条件に応じて








































































































リートと、その後は 70m３毎（アジテータ車 15 台毎）に実施した。また、圧縮強度用供試体は、現場荷






































































で 験 現場配合選定  使用骨材や温度条件に応じて













































  1997 年に着工した泉北製造所第二工場 18 号タンク（容量 18 万m３のPCLNG貯槽）の基礎版外周部およ
びPC防液堤に、総量で約 1.2 万m３の高強度・高流動コンクリートを用いた。PC防液堤の躯体コンクリー
トは、約 4.4mのロット高さで全円周約 264mを一体に同時に打設した。高さ方向には 10 のロットに分け






  まず、打設方式としては、PC防液堤の各PC定着柱 1 台ずつ計 6 台のポンプ車を配置し、コンクリート
の流動距離を考慮して、全周を 24 等分した位置に吐出口を設置し、同時かつ均等に打設できる方式と
した。計画打設速度は、吐出口 1 箇所あたり 10m３/hrが確保できることを目標として全体では 200～250m
３/hrに設定した。この場合、ポンプ車 1 台あたりの圧送量は 40m３/hrとなる。コンクリートの供給体制
は、時間あたり 250m３の供給量を確保するため、少なくとも 5 工場以上のレディーミクストコンクリー
ト工場が同時に製造・出荷することとした。 
  この結果、壁厚 80cmのコンクリートの打上がり速度は、毎時 1.0～1.2mとなり、4.4mの 1 ロットの打











































   
5.3.3 打設方法と打設管理 















防液堤全周(約 270m)に均等に配置した 24 箇所の吐出口から投入することにより、水平方向の流動距
離は概ね6mで、その流動勾配は打設速度が吐出口1箇所あたり10m３/hrと比較的遅いことなどから1/10
以下(平均 1/30 程度)とかなり緩やかな勾配であった。 
打設中は打設管理本部にて、自己充填性の全量検査試験装置における通過状況と 6 台全てのポンプ車
の圧送状況をモニタ画面で常時監視し、品質と打設速度を集中管理した。全体としてほぼ目標通りの速
度で施工することができ、約 1,000m３/ロットを 5 時間で打設完了した。 
  コンクリートの打込み完了後は、天端露出面のプラスチックひび割れを防ぐために、養生剤を噴霧し
て十分にこて押えを行った。その後は、水和反応がゆっくりと進む低発熱ポルトランドセメントの特性
を考慮して、コンクリート打設後の 10 日間は露出面に湛水を施した。 

















要とし、内外各 36 分割、合計 72 分割の大型足場を上のロットに上昇させるのに約 2 週間の工期を必要
としている。その結果、1 ロット高さ約 4.5m を構築するのに、約 23 日を要しており、防液堤 10 ロッ
トを構築する工期は 11.5 ヶ月である。この躯体構築のための重機損料と足場を合わせた構成比は 8%で
ある。 
そこで、足場関係の費用と重機損料の削減を目的として、コスト縮減工法を考察した。 
  1) 足場 
足場関係の費用を削減するには、当然のことながら足場自体を簡易なものとすることが必要となる。
使用した足場は、図-5.42 に示したように、高さが 12m の大型足場である。   
この足場は、前々ロットへの取付き部と前ロットの養生、清掃スペースと次ロットの構築スペース
から成り立っている。この足場を簡易・小型・軽量化するためには、1 ロットの高さを小さくする方




























スライドする。   
  この工法の特徴は、足場・型枠が自昇するため足場や型枠上昇のための大型クレーンが不要で





されるため、自立する最低限の強度が、打設後数時間で必要となる。   














  ②で示した課題が解決できる場合は、2.3.2 で述べた合理化に加えてさらに、工期短縮で 6 ヵ
月、貯槽の土木工事費で 2.6～5.2%のコスト縮減が可能になる。 



























構築の作業量等を勘案した結果、工期を短縮して最も効果があるのは、1 ロットを従来の 1/2 の
高さにし、4 日程度で構築するサイクルである。その結果、養生期間は 3 日程度に短縮される。
また、高強度・高流動コンクリートの特性を勘案して、打継ぎ処理を省略して 4 日程度で打ち継







  ②で示した最短の方法が可能な場合は、2.3.2 で述べた合理化に加えてさらに、工期短縮で 6
ヵ月、貯槽の土木工事費で 3.3～4.6%のコスト縮減が可能になる。 
  3) 従来工法（ジャンプフォーム工法） 
① 工法の特徴 
  実績のある 1 ロットの高さ 4.37m をさらに高くすることにより、ロット数を削減して、工期短
縮を図る工法 
② 防液堤への適用上の課題 






工法                      月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10



















各工法が適用できた場合の想定の工程の比較を表-5.8 に示した。各工法とも杭打ち開始から 5.5 ヶ
月後の底版構築から防液堤工事に着手する。スリップフォーム工法と自昇式足場工法に関しては、足
場上昇ジャッキやヨーク等の装置の組立に約 1.5 ヵ月を必要とする。その後、防液堤工事開始し、ス
リップフォームでは 10.5 ヶ月、自昇式足場工法では 11 ヵ月で構築を完了し、従来工法の 16.5 ヶ月



















































































































































































































































































































































































































































































 4.4.3 における検討結果から、 
① 養生期間が強度、耐久性に与える影響については、高強度・高流動コンクリートを使用した場
合、中性化深さは、50 年の供用期間中に 20mm 程度であるため、1 日以上の養生期間で十分である。






するため、養生期間(3 日)、打継ぎ材齢(7 日程度)で問題はない。 
従って、養生期間は 3 日以上で打継ぎ処理を実施する必要があるため、スリップフォーム工法は防
液堤工事には適用できないが、自昇式足場工法は適用可能である。 

















  セメントは、泉北 18 号と同じビーライト成分が 63％程度の低熱ポルトランドセメント（密度 3.24g/




























(m３/m３) Ｗ Ｃ EX LS 
Ｓ Ｇ BP 
SPA 
(P×％)
20 2* 32.1 92.9 4.5 0.300 170 515 15 50 770 786 0.5 1.2 
 
Ｃ：低熱ポルトランドセメント，EX：膨張材（ＣＳＡ系），LS：石灰石微粉末，Ｓ：海砂，Ｇ：砕石 2005 
BP：増粘剤（β－グルカン系），SPA：高性能 AE 減水剤（ポリカルボン酸系） 
*)最小鋼材あき 60～200 ㎜程度の条件で自己充填性を有する性能をランク２と定義（土木学会 高流動ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ施工指針）６)
表-5.9 配合条件27),28)












２ ３(㎜) ) (㎜) ) 
20 60 ≧300 600～700 10～15 4.5 ≦0.25 
クライミングロッド
上昇用ジャッキ





















































概略検討時点では 2.16m/4 日、型枠存置期間 3 日で考えていたが、各工種における作業量-作業時




























 (2) 打設方法・管理 
  コンクリートの打設はすべてポンプ車を用い、第４ロット以降は配管により打設した。ポンプ車は各
定着柱に 1 台ずつ計６台配置し、打設天端上位の足場上に配置した水平配管（６B管，長さ約 40m）に
バルブ（吐出口）を設け、そこからコンクリートを縦シュートにより打込み面近くまで導いて打設する
方法を採用した。打設速度は、ポンプ車１台につき時間あたり 25m３とした。 
  コンクリートは、15m 間隔に設けたシャッターバルブを生コン車１台ごとに切り替えて打設天端付近
まで打ち上げ、その後はシャッターバルブ間に 3.75m 間隔に設けたロータリーゲートバルブも用いて、
打込み面の天端高さを調整しながら所定の高さまで打設した。この方法による水平方向の流動距離は最






































































































 1) フレッシュコンクリート 
フレッシュコンクリートの品質確認試験は、出荷時，荷卸し時ともに原則として約 50m３（アジテ
ータ車 10 台毎）毎に実施した。姫路 2-4 号と泉北 18 号の建設における全ての打設ロットの品質管
























空気量(％) 4.5±1.5 346 4.1 5.9 1.9 0.6 14.8%
スランプフロー
(mm) 
650*  660 725 580 27 4.1%
Ｏロート流下時間
(秒) 
10* 237 9.5 14.5 5.1 1.4 14.7%
泉 北
18 号 
空気量(％) 4.5±1.5  4.0 5.9 3.0 0.6 15.0%
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図-5.51 スランプフロー（姫路 2-4 号）28)
 2) 圧縮強度 
圧縮強度試験用供試体は、現場荷卸し時にプラント毎に 1 台目の生コン車から採取した。姫路 2-4
号と泉北 18 号の建設における全ての打設ロットの圧縮強度試験結果を表-5.13 に示す。また、姫路
2-4 号における材齢と圧縮強度の関係を図-5.53、図-5.54 に示す。 
圧縮強度は、材齢 7 日で約 24N/mm、材齢 28 日で約 56N/mm２、材齢 91 日で約 82N/mm２となり、管
理材齢の 91 日では、設計基準強度（60N/mm２）を十分上回った。姫路 2-4 号と泉北 18 号の 91 日材
齢での変動係数は同等であった28)。 
表-5.13 防液堤コンクリートの圧縮強度試験結果（全ロット）28)





 7 日 － 111 24.2 31.3 19.4 1.7 7.1％ 姫 路
2-4
号 
28 日 － 109 55.8 66.8 47.7 3.2 5.8％ 
91 日 ≧60 111 81.6 93.3 69.8 4.2 5.2％ 




































図-5.53 材齢と圧縮強度の関係（姫路 2-4 号）28)
28 日 － 114 64.4 80.6 45.6 4.2 6.6％ 
泉 北
18 号 
91 日 ≧60  89.0 101.1 66.7 4.5 5.1％ 






通過面積を測定して、間隙通過速度を求めた。泉北 18 号の建設における約 2,600m３の高流動コンクリ
ート(約 580 台分)の間隙通過速度を計画打設速度の最小値(27m３/hr)との相対比で整理した結果を図
-5.55 に示した。また、図-5.56 にＯロート流下試験と間隙通過性試験結果を速度比で整理して示した。










































































計測を行ったのは全周の 1/6、周長約 45m で、図-5.59 に示す位置にコンクリート用レベルセンサを








図-5.59 レベルセンサの設置位置(第 4 ロット)34)
コンクリートの打込み・充填管理システムによるモニタリング例を図-5.60 に示す。この図は、施工
状態のモニタ画面の一例として、第 4 ロットの施工における午前 9 時半時点のコンクリートの打込み状













  3）コンクリートの品質面では、図-5.60 に示すように例えばある箇所の 30 分当たりの変化量を計測
することにより、打上がりが停止している箇所を発見できるため、コールドジョイントの発生の有
無は直接確認できないものの、投入口の管理によりその発生を回避することが可能となる。 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  第 3 ロット以上のロットを打設した際の各ロットでのポンプ前面圧の測定値と計算値を吐出量を 40





































































































































































































































 ① 打設速度 
均等打設の場合は、打上がり速度の条件である｢5cm/分以上｣は満たせない。条件を満たすのは、1
ポンプ車あたりで同時に吐出させる吐出口数が 2 でかつ、ポンプ車 1 台あたりの水平配管からの
吐出口数が 8 以上の場合である。 
  ② 流動距離の検証 
流動距離 6～7m 程度の条件を満たすためには、吐出口間隔を 6～7m 程度、すなわち最小流動距離





   ④ 打設高さ（落下高さ） 


















脱型材齢 3 日の標準養生、封緘養生と脱型材齢 4 日で以降、気中養生と養生剤塗布の 4 ケースにつ















却前の 2～2.5％に対して、冷却後、最大 1％程度空気量が増加することが確認された。 
 
(2) 製造管理・受入検査 
  1) 配合中の水量の増減に対して、ミキサの負荷電流値は鋭敏に変化するため、最終負荷電流値を把
握することは、細骨材表面水率のバラツキに起因した水量の変動を、迅速かつ精度良く管理する有用
な指標となる。   
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  PCLNG 貯槽の防液堤の構築に、高強度・高流動コンクリートを適用して得られた技術的成果は大別す











































  高流動コンクリートの採用により、1 回あたりのコンクリート打設高さは、従来（泉北 16、17 号タ
ンク）のそれに比べて 1.5 倍にできた。これに伴い打設ロット数は 14 回から 10 回に削減できたためPC
















































































（今回：泉北 18 号タンク，従来：泉北 16，17 号タンク） 
に減少し、逆にポンプ作業員、左官仕上げが1.5倍に増加している。作業指揮者は、締固め作業が















  2) 打設量を同一にした場合の比較 
実際には、打設効率という面では現れない人数の問題がある。それは、人数によって、管理面や
施設規模が決まるからである。そこで、従来における打設量を 1000m３に合わせた場合を想定して、
泉北 18 号タンクとの比較を行う。   
既に述べたように、打設量、時間、作業員数はそれぞれの打設方法で固有であるため、打設量を
あわせた施工は非現実的であるが、施工方法を従来通りで、打設量のみが増加したことを想定する。
これにより、同じ打設パーティーで 12 時間 30 分間、打設作業を行うことになる。 
打設量 1000m３とした場合のコンクリート打設時の全作業員の内、コンクリート作業員の内訳の従




























全作業員数は、現在から 50 人ほど減少し、70 人程度となる。この結果、左官を含めて常雇いの
作業員のみで対応できることになる。   
図-6.5 に 1m３のコンクリート打設に要する工数（打設効率）の推移を示す。 
従来、全作業員としては、1.38 人･hr/m３であったのが、泉北 18 号タンクでは約 56%減の 0.61 人･
hr/m３、さらに、将来的には、従来の約 1/4 の 0.33 人･hr/m３となることが期待される。コンクリー
ト打設作業員に関しても、1.05 人･hr/m３→0.37 人･hr/m３(36%)→0.22 人･hr/m３(21%)と将来的には
1/5 程度となることがわかる。 
図-6.3 打設量 1000m３の場合のコンクリート打設時の全作業員数の比較 































   従来    
(普通)
  今回   
（高流動）






回：泉北 18 号タンク，従来：泉北 16，17 号タンク） 
6.1.3 自昇式足場工法による工期短縮，コスト縮減効果（姫路 2-4 号タンク） 
  第５章の述べた自昇式足場工法の工期短縮およびコスト縮減効果について評価する。なお、6.1.2で
は、打設ロットの高さを高くすることによる工期短縮、コスト縮減効果について述べたが、自昇式足場









LNG 貯槽の防液堤工事の場合、足場上昇に 10 日以上もかかるため、コンクリートの養生期間はクリテ
ィカルパスにはならない。   
打設ロット高さと 1 ロットの構築工期を試算したのが図-6.6 である。ロット高さを高くしても、構
築工事は増加するが、足場の移動には余り影響は見られない。また、足場の移動期間が全体の半分前後
を占めていることがわかる。 
次に、打設ロット高さと防液堤全体工期と打設手間の増加を試算したのが図-6.7 である。   
当然のことながら工期短縮効果と型枠、足場などの重量増加にともなう打設手間の増加はトレードオフ
の関係に有り、両者の工事費に与える影響の比率によって、最小コストのロット高さが存在する。 
泉北 18 号タンクの防液堤を対象に試算した打設ロット高さと工事費の関係を図-6.8 に示す。   
同図から 4～5m 程度で工事費の極小をとり、それ以上でも以下でも工事費は大きくなることがわかる。

























































図-6.6 打設ロット高さと 1 ロットの構築工期 
図-6.7 打設ロット高さと工期短縮、打設手間の増
加（ロット高さ 3m の場合を１） 
以上に述べた選択はあくまでもジャンプフォーム工法を使用するという前提の下での打設ロット高
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(1) LNG 貯槽の基礎、防液堤に使用されるコンクリートに求められる性能 








部  位 常時性能 レベル１耐震性能 レベル２耐震性能 
変形が残留しても、内槽、外槽、防液
堤、保冷の目標性能を損なわない 基 礎 所定の強度を有する 有害な変形が残留しない 
変形が残留しても、液密性は著しく低
下しない 防液堤 
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第７章  結  論 
 
  本研究では、PCLNG 貯槽という構造物を対象として、高強度・高流動コンクリートの自己充填性、硬
化後の高耐久性等に着目して、建設工事費の削減と工程短縮を実現できる施工方法を確立することを目
的とした。 





















































































② 養生期間および打継ぎ方法が強度，耐久性に与える影響  
高強度・高流動コンクリートが、塩分浸透抵抗性、中性化抵抗性に優れていることが、明らかとなった。
中性化深さは、50 年の供用期間中に 20mm程度であるため、1 日以上の養生期間で十分である。防液堤
の設計かぶりは、鉄筋中心で 10cmであるので、養生 1 日でも 0.8kg/m３程度で、限界塩化物量（1.2～
2.5kg/m３）に対して、十分な安全を確保できる。 




















施した結果、付着強度は概ね 3～4N/mm２で打足し部での低下は認められなかった。これより 1 時間程度
以内であれば付着、圧縮強度への影響は小さいと考えられる。 














































































































  本論文は、筆者が 1988 年から現在にいたるまで、大阪ガス株式会社技術部において、泉北製造所第











組の技術部長として PCLNG 貯槽の合理化に関するご指導頂きました。心より厚く御礼申し上げます。 
 





























奇しくも、この論文をまとめる時期に、日本ガス協会の LNG 地上式貯槽指針が改訂され、PCLNG 貯槽
が取り込まれ、PCLNG 貯槽の設計、施工技術を集大成する epoch になることを感慨深く思っている次第
であります。 
 
最後に、陰ながら応援してくれた家族に感謝します。 
